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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ポリエステル樹脂Ａ、ポリエステル樹脂Ｂ及びポリエステル樹脂Ｃを含む結着樹脂と、
着色剤と、離型剤と、を含有し、
　前記ポリエステル樹脂Ａがテトラヒドロフラン不溶分を含まない分岐状の非晶性ポリエ
ステル樹脂、前記ポリエステル樹脂Ｂが直鎖状の非晶性ポリエステル樹脂であり、
　前記ポリエステル樹脂Ａ及びポリエステル樹脂Ｂが、テレフタル酸、テレフタル酸の無
水物、及びテレフタル酸のアルキルエステルから選択される少なくとも１種とアルキルコ
ハク酸、アルケニルコハク酸及びそれら無水物から選択される少なくとも１種とを少なく
とも酸成分として含み、ビスフェノールＡエチレンオキサイド付加物、及びビスフェノー
ルＡプロピレンオキサイド付加物から選択される少なくとも１種をアルコール成分として
含んで反応させた樹脂成分を各々含有し、
　前記ポリエステル樹脂Ｃが結晶性ポリエステル樹脂であり、
　前記アルキルコハク酸、アルケニルコハク酸及びそれらの酸無水物の炭素数のいずれも
が、前記ポリエステル樹脂Ｃにおけるモノマー由来構成成分の各々の炭素数よりも多く、
　かつ、これらが下記（１）～（３）を満たすことを特徴とする静電荷像現像用トナー。
　（１）ポリエステル樹脂Ａの重量平均分子量が２５０００～４５０００、数平均分子量
が４５００～７０００
　（２）ポリエステル樹脂Ｂの重量平均分子量が１４０００～１５０００、数平均分子量
が５０００～５５００
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　（３）ポリエステル樹脂Ｃが炭素数６～１０のジカルボン酸及び炭素数６～１０のジア
ルコールを反応して得られる脂肪族結晶性ポリエステル樹脂
【請求項２】
　前記ポリエステル樹脂Ａ及びポリエステル樹脂Ｂにおける全モノマー由来構成成分中、
アルキルコハク酸、アルケニルコハク酸及びそれらの酸無水物から選択される少なくとも
１種に由来する構成成分量Ｐ及びＱが、各々５～２０モル％の範囲であり、
　前記構成成分量Ｐが前記構成成分量Ｑよりも大きいことを特徴とする請求項１に記載の
静電荷像現像用トナー。 
【請求項３】
　コア粒子と、該コア粒子を被覆するシェル層とを含む構造を有し、
　前記コア粒子の結着樹脂が前記ポリエステル樹脂Ａ、ポリエステル樹脂Ｂ及びポリエス
テル樹脂Ｃを含み、
　前記シェル層が前記ポリエステル樹脂Ａ及びポリエステル樹脂Ｂを含むことを特徴とす
る請求項１に記載の静電荷像現像用トナー。
【請求項４】
　前記結着樹脂中、前記ポリエステル樹脂Ｃの含有量が１～２０質量％の範囲であること
を特徴とする請求項１に記載の静電荷像現像用トナー。
【請求項５】
　トナーを含み、該トナーが請求項１に記載の静電荷像現像用トナーであることを特徴と
する静電荷像現像剤。
【請求項６】
　トナーが少なくとも収められ、該トナーが請求項１に記載の静電荷像現像用トナーであ
ることを特徴とするトナーカートリッジ。
【請求項７】
　現像剤保持体を少なくとも備え、請求項５に記載の静電荷像現像剤を収めることを特徴
とするプロセスカートリッジ。
【請求項８】
　潜像保持体と、該潜像保持体上に形成された静電荷像を現像剤によりトナー像として現
像する現像手段と、潜像保持体上に形成されたトナー像を被転写体上に転写する転写手段
と、被転写体上に転写されたトナー像を定着する定着手段と、を有し、前記現像剤が請求
項５に記載の静電荷像現像剤であることを特徴とする画像形成装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、静電荷像現像用トナー、静電荷像現像剤、トナーカートリッジ、プロセスカ
ートリッジ及び画像形成装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　電子写真法としては、多数の方法が知られている。一般的には、光導電性物質を利用し
た感光体（潜像保持体）表面に、種々の手段により電気的に潜像を形成し、形成された潜
像をトナーを用いて現像しトナー像を形成した後、このトナー像を、構成により中間転写
体を介して、紙等の被転写体表面に転写し、加熱、加圧、加熱加圧あるいは溶剤蒸気等に
より定着する、という複数の工程を経て、画像が形成される。また、感光体表面に残った
トナーは、必要に応じて種々の方法によりクリーニングされ、再びトナー像の現像に利用
される。近年、電子写真分野の技術進化により、電子写真プロセスは複写機、プリンター
のみならず、印刷用途にも使用されるようになり、装置の高速化、高信頼性はもとより、
複写物が印刷物同等の高画質、色相を有することがますます厳しく要求されてきている。
【０００３】
　従来、前記被転写体表面に転写されたトナー像を定着する定着技術としては、加熱ロー
ルおよび加圧ロールから構成される一対のロール間に、トナー像が転写された被転写体を
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挿入し、定着する熱ロール定着法が一般的である。また、同種の技術として、ロールの一
方または両方をベルトに代えた定着法も知られている。これらの技術は、他の定着法と比
較して、熱効率が有効で迅速に定着を行うことができるという特徴を有しており、広く採
用されている。
【０００４】
　転写工程を経て、被転写体表面に転写されたトナー像は、定着工程において加熱された
定着部材により加熱されることで溶融し、前記被転写体表面へ定着される。前記定着工程
では前記定着部材により前記トナー像だけでなく前記被転写体をも加熱しないと、前記ト
ナー像が定着されないことが知られている。被転写体への加熱が不十分であると、前記定
着部材からの加熱によりトナーだけが溶融し、定着部材へ付着するいわゆるコールドオフ
セットが発生する。
【０００５】
　また被転写体やトナー像が過度に加熱されるとトナーの粘度が減少してトナー像の一部
または全部が定着部材側に付着するいわゆるホットオフセットが発生する。したがって、
トナーの定着特性としては、コールドオフセットの発生温度が低く、ホットオフセットの
発生温度が高く、定着可能領域の広いトナーが望ましい。特に近年の小型化、高速化に対
してはこの傾向が顕著である。
【０００６】
　近年の省電力化とプリント生産性の向上の要求の高まりに伴い、大きな使用電力を占め
る定着工程の省電力化のために、プリンターの待機状態では定着器の待機電力をゼロ、あ
るいは、ほとんど使用しない状態とし、待機状態からのウォームアップタイムを短縮する
ために、小熱容量の定着器を導入することが多い。小熱容量の定着器をもちいる場合、定
着器の温度分布が大きくなりやすい傾向があることから、前述の定着可能領域はなおさら
重要であり、また、連続プリントにより定着器の温度も降下しやすいことから、プリント
生産性の観点でトナーの低温定着性もまた重要な特性である。
【０００７】
　しかし、トナーの定着温度を低温化させるとともに、トナー粒子のガラス転移点を低下
させることになり、トナーの保存性と両立させることが困難になる。低温定着化とトナー
の保存性との両立を図るためには、トナーのガラス転移温度をより高温に保ったまま、高
温領域でトナーの粘度を急速に低下させるいわゆるシャープメルト性を保持することが重
要になるが、前記のように定着部材の表面温度は定着により絶えず変化するために、シャ
ープメルトを生ずる温度の設定により定着性能に変動が生ずる。特にカラートナーを使用
する場合、定着画像表面の画像光沢等が必要になる。その値は白黒画像に要求される画像
グロスよりも高い値が要求される。
【０００８】
　画像光沢度を高める為には、定着の際にはトナーを溶融した状態までに加熱溶融する必
要があるが、定着部材の表面温度の変動は、トナー溶融状態に影響し画像光沢度に大きな
影響を及ぼし、かつ連続定着時の初期と後期で定着画像の画像光沢度を著しく変化させ、
画質の信頼性を著しく低下させることになる。さらに、定着基材に凹凸があると、定着部
材から定着基材への熱供給に差が生じ、一般的には凹部の方が凸部よりも伝熱が速いため
に、凹部は凸部に比較して、より高温で定着されることになる。その結果、温度差による
光沢度に変化が生じて画質の信頼性を低下させる。この問題を解決するためにはトナー結
着樹脂の分子量を分子量を制御する方法等があり、種々の報告がなされている。
【０００９】
　一般的に低分子量の樹脂は粘度が低くシャープメルト性であり、低温定着やフラットな
定着画像形成には有利であり高い光沢画像を得る事が可能となるが、耐オフセット性に劣
る。また、高分子量の樹脂は粘度が高く耐オフセット性には有利であるが、発色性、光沢
度が低下する為、カラー画像に特に要求される高画質化に対応できない。また、定着部材
と定着基材との接触時間を増加させることにより、定着温度差を減少させ、光沢度差を低
下させる方法があるが、この方法は複写機の高速化に対応できないなどの問題がある。
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【００１０】
　そこで、低分子量の樹脂と高分子量の樹脂とを組み合わせるたり、分子量分布を規定す
ることにより、低温定着性と耐オフセット性の両方を満足させようとする試みがいくつか
ある。たとえば、分子量分布を規定したものとして、重量平均分子量Ｍｗ／Ｍｎの値を規
定したもの、３つの極大値を持つもの、低分子量成分と高分子量成分との比率を細かく規
定したもの、などがある（例えば、特許文献１～４参照）。
【００１１】
　また、前記低温定着性とブロッキング（熱による固化）の発生防止とを両立させる手段
として、結晶性樹脂を結着樹脂として用いる方法が古くから知られている（例えば、特許
文献５、６参照）。また、結着樹脂として結晶性樹脂を単独で用いるのではなく、結晶性
樹脂と非結晶性樹脂とを併用する技術が提案されている。具体的にはガラス転移温度４０
℃以上の非結晶性ポリエステル樹脂と、溶融温度１３０～２００℃の結晶性ポリエステル
樹脂とを混合して用いる方法である（例えば、特許文献７参照）。
【００１２】
　一方、低溶融温度の結晶性樹脂と非結晶性樹脂とを混合し、相溶化度を制御することで
低温定着を獲得する技術が提案されている（例えば、特許文献８、９参照）。更に、結晶
性ポリエステルと非結晶質樹脂とを混合して用い、定着時の温度履歴により結晶性部分が
相溶化することで透明性を損なうことなく、排出時の紙同士のブロッキングを防止する技
術が紹介されている（例えば、特許文献１０参照）。
【特許文献１】特開平１０－２０７１２６号公報
【特許文献２】特開平１０－６３０３５号公報
【特許文献３】特開平１０－２２８１３１号公報
【特許文献４】特開平３－２７８０６７号公報
【特許文献５】特公昭５６－１３９４３号公報
【特許文献６】特公昭６２－３９４２８号公報
【特許文献７】特公昭６３－２５３３５号公報
【特許文献８】特開２００４－２０６０８１号公報
【特許文献９】特開２００４－５０４７８号公報
【特許文献１０】特開２００３－５０４７８号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１３】
　本発明の目的は、定着画像における表面の荒れが少なく、トナーの定着条件による光沢
度差、光沢むらの少ない定着画像を形成できる静電荷像現像用トナー、静電荷像現像剤、
トナーカートリッジ、プロセスカートリッジ及び画像形成装置を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１４】
　上記課題は、以下の本発明により達成される。
　すなわち請求項１に係る発明は、ポリエステル樹脂Ａ、ポリエステル樹脂Ｂ及びポリエ
ステル樹脂Ｃを含む結着樹脂と、着色剤と、離型剤と、を含有し、
　前記ポリエステル樹脂Ａがテトラヒドロフラン不溶分を含まない分岐状の非晶性ポリエ
ステル樹脂、前記ポリエステル樹脂Ｂが直鎖状の非晶性ポリエステル樹脂であり、
　前記ポリエステル樹脂Ａ及びポリエステル樹脂Ｂが、テレフタル酸、テレフタル酸の無
水物、及びテレフタル酸のアルキルエステルから選択される少なくとも１種とアルキルコ
ハク酸、アルケニルコハク酸及びそれら無水物から選択される少なくとも１種とを少なく
とも酸成分として含み、ビスフェノールＡエチレンオキサイド付加物、及びビスフェノー
ルＡプロピレンオキサイド付加物から選択される少なくとも１種をアルコール成分として
含んで反応させた樹脂成分を各々含有し、
　前記ポリエステル樹脂Ｃが結晶性ポリエステル樹脂であり、
　前記アルキルコハク酸、アルケニルコハク酸及びそれらの酸無水物の炭素数のいずれも
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が、前記ポリエステル樹脂Ｃにおけるモノマー由来構成成分の各々の炭素数よりも多く、
　かつ、これらが下記（１）～（３）を満たすことを特徴とする静電荷像現像用トナー。
　（１）ポリエステル樹脂Ａの重量平均分子量が２５０００～４５０００、数平均分子量
が４５００～７０００
　（２）ポリエステル樹脂Ｂの重量平均分子量が１４０００～１８０００、数平均分子量
が５０００～５５００
　（３）ポリエステル樹脂Ｃが炭素数６～１０のジカルボン酸及び炭素数６～１０のジア
ルコールを反応して得られる脂肪族結晶性ポリエステル樹脂
【００１５】
　請求項２に係る発明は、請求項１に記載の静電荷像現像用トナーでのポリエステル樹脂
Ａ及びポリエステル樹脂Ｂにおける全モノマー由来構成成分中、アルキルコハク酸、アル
ケニルコハク酸及びそれらの酸無水物から選択される少なくとも１種に由来する構成成分
量Ｐ及びＱが、各々５～２０モル％の範囲であり、
　前記構成成分量Ｐが前記構成成分量Ｑよりも大きい静電荷像現像用トナーである。 
【００１６】
　請求項３に係る発明は、コア粒子と、該コア粒子を被覆するシェル層とを含む構造を有
し、
　前記コア粒子の結着樹脂が前記ポリエステル樹脂Ａ、ポリエステル樹脂Ｂ及びポリエス
テル樹脂Ｃを含み、
　前記シェル層が請求項１に記載の静電荷像現像用トナーにおけるポリエステル樹脂Ａ及
びポリエステル樹脂Ｂを含む静電荷像現像用トナーである。
【００１７】
　請求項４に係る発明は、請求項１に記載の静電荷像現像用トナーにおける結着樹脂中、
前記ポリエステル樹脂Ｃの含有量が１～２０質量％の範囲である静電荷像現像用トナーで
ある。
【００１８】
　請求項５に係る発明は、トナーを含み、該トナーが請求項１に記載の静電荷像現像用ト
ナーである静電荷像現像剤である。
【００１９】
　請求項６に係る発明は、トナーが少なくとも収められ、該トナーが請求項１に記載の静
電荷像現像用トナーであるトナーカートリッジである。
【００２０】
　請求項７に係る発明は、現像剤保持体を少なくとも備え、請求項５に記載の静電荷像現
像剤を収めるプロセスカートリッジである。
【００２１】
　請求項８に係る発明は、潜像保持体と、該潜像保持体上に形成された静電荷像を現像剤
によりトナー像として現像する現像手段と、潜像保持体上に形成されたトナー像を被転写
体上に転写する転写手段と、被転写体上に転写されたトナー像を定着する定着手段と、を
有し、前記現像剤が請求項５に記載の静電荷像現像剤である画像形成装置である。
【発明の効果】
【００２２】
　本発明の請求項１に係る発明によれば、本構成を有していない場合に比較して、定着画
像における表面の荒れが少なく、トナーの定着条件による光沢度差、光沢むらの少ない定
着画像を形成できる。
　請求項２に係る発明によれば、本構成を有していない場合に比較して、さらに低温から
高温域の定着温度領域においても、光沢ムラの少なく光沢度が高い優れたフルカラー画像
が確保できる。
　請求項３に係る発明によれば、本構成を有していない場合に比較して、さらにトナーの
帯電量が高くカブリのない画像形成を行うことができる。
　請求項４に係る発明によれば、本構成を有していない場合に比較して、さらに光沢度と
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カブリ低減とのバランスのとれた画像形成を行うことができる。
　請求項５に係る発明によれば、本構成を有していない場合に比較して、定着画像におけ
る表面の荒れが少なく、トナーの定着条件による光沢度差、光沢むらの少ない定着画像を
形成できる。
　請求項６に係る発明によれば、定着条件による光沢度差が少なく、光沢むらのない画像
形成が可能な静電荷像現像用トナーの供給を容易にし、上記特性の維持性を高めることが
できる。
　請求項７に係る発明によれば、定着条件による光沢度差が少なく、光沢むらのない画像
形成が可能な静電荷像現像剤の取り扱いを容易にし、種々の構成の画像形成装置への適応
性を高めることができる。
　請求項８に係る発明によれば、本構成を有していない場合に比較して、定着画像におけ
る表面の荒れが少なく、定着条件による光沢度差が少なく、光沢むらのない画像形成を維
持することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２３】
　以下、本発明について詳細に説明する。
＜静電荷像現像用トナー＞
　本発明の静電荷像現像用トナー（以下、単に「トナー」と称する場合がある）は、ポリ
エステル樹脂Ａ、ポリエステル樹脂Ｂ及びポリエステル樹脂Ｃを含む結着樹脂と、着色剤
と、離型剤と、を含有し、前記ポリエステル樹脂Ａがテトラヒドロフラン不溶成分を含ま
ない分岐状の非晶性ポリエステル樹脂、前記ポリエステル樹脂Ｂが直鎖状の非晶性ポリエ
ステル樹脂であり、前記ポリエステル樹脂Ａ及びポリエステル樹脂Ｂが、アルキルコハク
酸、アルケニルコハク酸及びそれら無水物から選択される少なくとも１種を酸成分として
含んで反応させた樹脂成分を各々含有し、前記ポリエステル樹脂Ｃが結晶性ポリエステル
樹脂であり、かつ、これらが下記（１）～（３）を満たすことを特徴とする。
　（１）ポリエステル樹脂Ａの重量平均分子量が２５０００～６００００、数平均分子量
が４０００～１００００
　（２）ポリエステル樹脂Ｂの重量平均分子量が１００００～２５０００、数平均分子量
が３０００～８０００
　（３）ポリエステル樹脂Ｃが炭素数６～１０のジカルボン酸及び炭素数６～１０のジア
ルコールを反応して得られる脂肪族結晶性ポリエステル樹脂
　但し、本発明のトナーでは、前記ポリエステル樹脂Ａ及びポリエステル樹脂Ｂとして、
テレフタル酸、テレフタル酸の無水物、及びテレフタル酸のアルキルエステルから選択さ
れる少なくとも１種とアルキルコハク酸、アルケニルコハク酸及びそれら無水物から選択
される少なくとも１種とを少なくとも酸成分として含み、ビスフェノールＡエチレンオキ
サイド付加物、及びビスフェノールＡプロピレンオキサイド付加物から選択される少なく
とも１種をアルコール成分として含んで反応させた樹脂成分を各々含有し、前記アルキル
コハク酸、アルケニルコハク酸及びそれらの酸無水物の炭素数のいずれもが、前記ポリエ
ステル樹脂Ｃにおけるモノマー由来構成成分の各々の炭素数よりも多いものが採用される
。
　また、ポリエステル樹脂Ａの重量平均分子量が２５０００～４５０００、数平均分子量
が４５００～７０００、ポリエステル樹脂Ｂの重量平均分子量が１４０００～１５０００
、数平均分子量が５０００～５５００であるものが採用される。
【００２４】
　一般的に加熱定着用トナーの光沢度は樹脂の熱特性により決定される。被転写体上に転
写されたトナーは、定着工程において被転写体とともに定着部材により加熱され溶融定着
されるが、この時加熱温度が樹脂の溶融温度に比較して低いと、トナーは溶融不足となり
、粉体の粒状性を維持したまま被転写体上に定着される。その結果、画像表面に荒れが生
じ、光沢度も低い上、折り曲げ等に対して脆い定着画像となる。このため、前記加熱温度
を高温にすると、トナーは溶融してトナー溶融粒子の一体化が進むため、画像表面の滑ら
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かさが向上して光沢度が増加する。
【００２５】
　一方、より低温領域で高光沢度のトナーを得るためには、より低温領域で溶融しやすい
分子量の小さい樹脂を使用する方が有利である。しかし、より高温領域では溶融しすぎる
ため、いわゆるホットオフセットが発生する。このホットオフセットの発生を防止するた
めに分子量の大きな樹脂を使用すると、ホットオフセットは防止されが低温領域で定着す
ることができない。
　したがって、一般的に樹脂の分子量を単純に移動するだけでは、定着温度領域（ホット
オフセット発生温度とコールドオフセット消滅温度との差）が定着温度により上下するだ
けで、定着温度領域を拡大することができないだけでなく、定着部材表面の温度変化に伴
うグロスむらも解決できない。
【００２６】
　定着温度領域を拡大するために、例えば前記のように、低分子量の樹脂と高分子量の樹
脂とを組み合わせたり、分子量分布を規定する等の方法があるが、定着領域は拡大するも
のの、透明性、光沢度が極端に低くなるため、カラートナー用としては不向きである。上
記に対し、本発明者等は低温領域での定着のために結晶性ポリエステル樹脂を用いる結着
樹脂について鋭意検討を行った。その結果、結晶性ポリエステル樹脂として脂肪族結晶性
ポリエステル樹脂を用い、これに長鎖アルキル基やアルケニル基を有する分子量の異なる
非晶性ポリエステル樹脂を併用することで、トナー溶融時の微小溶融ムラの発生が抑制さ
れ、定着の際に熱量変動が生じても、高画像濃度領域でもオフセット等の定着不良や画像
光沢度ムラを生じることがなく、高画質なカラー画像が得られることを見出した。
【００２７】
　すなわち、結晶性ポリエステル樹脂（以下、単に「結晶性樹脂」と称する場合がある）
は、その融点以上の温度領域ではシャープに溶融するため、トナーの結着樹脂として前記
結晶性樹脂と相溶しうる分子量の異なる非晶性ポリエステル樹脂（以下、単に「非晶性樹
脂」と称する場合がある）と併用すると結着樹脂の溶融が不足し、幅広い定着温度領域を
確保しつつ、定着画像の表面は滑らかとなり、光沢のある画像が得られる。しかし、過度
に相溶する樹脂の組み合わせの場合は、結着樹脂が可塑化（ガラス転移温度の低下）する
ことにより、画像の保管性が悪化する。また相溶度が低い場合、結晶性樹脂と非晶性樹脂
とが相分離を引き起こし、トナー中に結晶性樹脂のドメインが生成し、定着後においても
溶融ムラが生成し、微小な画像光沢度ムラが生じてしまう。したがって、上記特性を両立
させるためには、結晶性樹脂と非晶性樹脂との適度な相溶性が必要である。
【００２８】
　ここで本発明者等は、ポリエステル間の樹脂構造と相溶性に関して検討した。相溶性に
関わる因子として、従来から知られているＳＰ値（溶解度パラメーター）があり、実際に
ＳＰ値が近いほど相溶性が良い傾向があるものの、前記適度な相溶性が得られるものでは
なかった。さらに詳細に検討した結果、使用する脂肪族結晶性樹脂の原料成分である直鎖
ジカルボン酸及び直鎖ジアルコールよりも、長い鎖長であるアルキル基またはアルケニル
基を有するコハク酸及びその無水物から構成される少なくとも１種を原料成分とする非晶
性ポリエステル樹脂を用いることで、定着温度領域で前記適度な相溶性が得られることを
見出した。
【００２９】
　非晶性樹脂に側鎖に長いＣ－Ｃ鎖長が存在すると、分子の直線性が低下し、分子間距離
が増大するとともに、長鎖疎水基と脂肪族結晶性樹脂のＣ－Ｃ鎖との親和性から、相溶性
が向上するものと考えられる。また、長い鎖長であるアルキル基またはアルケニル基を有
するモノマー成分を有する非晶性ポリエステル樹脂を用いることで、離型剤などの内添物
との相溶性が向上しトナー中の分散状態が向上し、離型剤がトナーの外部へ露出するのを
防止する効果もある。なおここでの相溶性とは、ポリエステル樹脂と離型剤とが完全に混
ざり合うというのではなく、基本的には非相溶であるが、材料間の界面で分子レベルで相
溶している状態を指している。
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【００３０】
　具体的には、本発明においては、脂肪族結晶性ポリエステル樹脂（ポリエステル樹脂Ｃ
）に対して、ポリエステル樹脂Ａ及びポリエステル樹脂Ｂの２つの非晶性ポリエステル樹
脂を組み合わせるが、ポリエステル樹脂Ａはテトラヒドロフラン（ＴＨＦ）不溶分を含ま
ない分岐状の非晶性ポリエステル樹脂であり、ポリエステル樹脂Ｂは直鎖状の非晶性ポリ
エステル樹脂である。
　ここで、上記「分岐状」とは、分子中に化学結合による架橋構造を有することを意味し
、前記「直鎖状」とは、分子中に当該架橋構造を有していないことを意味する。
【００３１】
　ポリエステル樹脂Ａは、３官能以上のカルボン酸成分を含んだ酸成分を用いて得られる
分岐状の非晶性樹脂であるが、ＴＨＦ不溶分を含まない。トナーがＴＨＦ不溶分を含有し
ていると、透明フィルム上のトナー画像を定着した場合、画像を投影する際に、画像の低
濃度部、中間調部において、不鮮明な黒ずんだ画像になりやすい。
　なお、前記ＴＨＦ不溶分を含まないとは、樹脂をＴＨＦに１０質量％程度の濃度で加熱
溶解させたとき、溶液が透明であり、メンブランフィルター等で濾過したときに、フィル
ターにＴＨＦを追液したときの残留分がほとんどないことを意味する。
【００３２】
　また、ポリエステル樹脂Ａとしては、後述するゲルパーミュエーションクロマトグラフ
ィーにより測定した重量平均分子量が２５０００～６００００の範囲、数平均分子量が４
０００～１００００の範囲のものを用いる。重量平均分子量及び数平均分子量の少なくと
も一方が上記の範囲より大きいと、低温定着性が悪く定着温度が上昇し、消費電力も増加
してしまう。また、重量平均分子量及び数平均分子量の少なくとも一方が上記の範囲より
も小さいと、トナーの定着時の離型性が低減し、高温域で定着した場合ホットオフセット
が発生する。
【００３３】
　上記ポリエステル樹脂Ａの重量平均分子量は３５０００～５５０００の範囲が好適であ
り、４００００～５００００の範囲がより好適である。また、数平均分子量は５０００～
８０００の範囲が好適であり、６０００～７０００の範囲がより好適である。
【００３４】
　また、ポリエステル樹脂Ｂは化学的な架橋部分を含まない直鎖状の非晶性ポリエステル
樹脂であり、重量平均分子量が１００００～２５０００の範囲、数平均分子量が３０００
～８０００の範囲のものを用いる。重量平均分子量及び数平均分子量の少なくとも一方が
上記の範囲よりも大きくなると、低温定着性並びに低温域での画像光沢度が低下し、優れ
たフルカラー画像を得ることができない。また、重量平均分子量及び数平均分子量の少な
くとも一方が上記の範囲よりも小さくなると、樹脂成分のガラス転移点が低下するため、
トナーのブロッキング性が悪化する。
【００３５】
　上記ポリエステル樹脂Ｂの重量平均分子量は１２０００～２００００の範囲が好適であ
り、１４０００～１８０００の範囲がより好適である。また、数平均分子量は４０００～
７５００の範囲が好適であり、６０００～７０００の範囲がより好適である。
　また、ポリエステル樹脂Ｂの示差熱分析（ＤＳＣ）によるガラス転移点は、５０～８０
℃の範囲が好適であり、特に５５～６５℃の範囲が好適である。
【００３６】
　なお、トナー中に含まれる結着樹脂について、前記各々のポリエステル樹脂の分子量を
求める場合には、まずＧＰＣにより各々分離された樹脂ごとの分子量を求め（この場合、
必要により移動相の溶媒を選択する）、各樹脂の特定については、後述するようなＧＰＣ
を用いて対応する分子量ごとに樹脂を分離し、それら各々を分析することにより行った。
【００３７】
　カラートナーの高光沢度とオフセットを生じない幅広い定着温度領域とを得るため、あ
る程度、結着樹脂の分子量分布を拡大したものを使用する方策が必要であるが、まず、分
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岐状のポリエステル樹脂Ａを用いれば比較的高分子量体が容易に合成でき、その立体構造
から樹脂に弾性を付与し高温域でのオフセット発生を抑制しやすい。一方、直鎖状のポリ
エステル樹脂Ｂは、ポリエステル樹脂Ａに比べ比較的低分子量でシャープな溶融特性を有
する。したがって、ポリエステル樹脂Ａにポリエステル樹脂Ｂを併用することにより、前
記分子量分布を比較的容易に制御することが可能となる。
【００３８】
　ポリエステル樹脂Ａとポリエステル樹脂Ｂとの混合比（Ａ／Ｂ）は、質量比で３０／７
０～７０／３０の範囲が望ましい。ポリエステル樹脂Ａの比率が３０／７０よりも低いと
高温領域でのオフセットを抑制することが困難となる場合があり、７０／３０よりも多い
と低温定着性並びに全定着温度領域にて高い画像光沢度を得ることが困難となる場合があ
る。
【００３９】
　ポリエステル樹脂Ｃとしては脂肪族結晶性ポリエステル樹脂を用いる。具体的には、炭
素数６～１０のジカルボン酸及び炭素数６～１０のジアルコールを反応して得られる脂肪
族結晶性ポリエステル樹脂である。炭素数が６に満たないと融点が低くトナーの保存性が
悪化する。炭素数が１０を超えると融点が高くなりすぎ良好な低温定着性を得ることがで
きない。
【００４０】
　上記炭素数は８～１０の範囲が好適である。なお、前記炭素数に関しては、ジカルボン
酸の場合にはカルボキシル基を構成する炭素を含まない数である。
【００４１】
　前記ポリエステル樹脂Ａ及びポリエステル樹脂Ｂは、アルキルコハク酸、アルケニルコ
ハク酸及びそれら無水物から選択される少なくとも１種を酸成分として含んで反応させた
樹脂成分を各々含有する。アルキル基やアルケニル基は親油性であるため、脂肪族結晶性
ポリエステル樹脂との親和性がよく、結着樹脂中の脂肪族結晶性ポリエステル樹脂との相
溶性が向上する。これにより、トナー中の脂肪族ポリエステル樹脂がばらつきなく分散し
、トナー結着樹脂の溶融粘度ムラが少なくなり、ミクロな画像光沢ムラを抑制することが
可能となる。
【００４２】
　この場合、ポリエステル樹脂Ａ及びポリエステル樹脂Ｂにおける全モノマー由来構成成
分中、アルキルコハク酸、アルケニルコハク酸及びそれらの酸無水物から選択される少な
くとも１種に由来する構成成分量Ｐ及びＱは、各々５～２０モル％の範囲であることが望
ましく、１０～２０モル％の範囲であることがより望ましい。
【００４３】
　構成成分量が５モル％に満たないと、非晶性ポリエステル樹脂と結晶性ポリエステル樹
脂とのミクロな相溶性が低下し、ミクロな溶融ムラが生じ画像中に画像光沢度ムラが生じ
てしまう場合がある。２０モル％を超えると、樹脂のガラス転移温度が低下してしまい、
高温環境下にてトナーブロッキング等熱保管性の低下を引き起こす場合がある。
　なお、前記「モノマー由来構成成分」とは、ポリエステル樹脂における樹脂の合成前に
は酸成分、アルコール成分であった構成部位を意味する。
【００４４】
　また、結着樹脂中に比較的分子量が高く、溶融粘度も高い分岐状のポリエステル樹脂Ａ
を含有することは、高温定着領域でのオフセット抑制が可能となるものの、低温定着には
不利となる方向である。したがって、本発明ではポリエステル樹脂Ａに含まれるアルキル
基及びアルケニル基を有するコハク酸、並びにそれらの無水物から選択される少なくとも
１種に由来する構成成分量Ｐ（モル％）を、ポリエステル樹脂Ｂにおける当該構成成分量
Ｑ（モル％）よりも多く含有させることが望ましい。
【００４５】
　これにより、分岐状の非晶性樹脂であるポリエステル樹脂Ａと脂肪族結晶性樹脂である
ポリエステル樹脂Ｃとがより選択的に相溶しやすくなる。その結果、高温域でのオフセッ
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トの発生を抑制しつつ低温領域においても、シャープな溶融状態を確保することが可能と
なり、低温から高温域の定着温度領域においても、光沢ムラの少なく光沢度が高い優れた
フルカラー画像が確保できる。
　前記構成成分量Ｐが構成成分量Ｑよりも少ないと、逆に直鎖状の非晶性樹脂であるポリ
エステル樹脂Ｂとポリエステル樹脂Ｃとの相溶性が高くなってしまい、低温定着域で高い
画像光沢度を得にくくなってしまう場合がある。
【００４６】
　さらに、脂肪族結晶性ポリエステル樹脂であるポリエステル樹脂Ｃとの相溶性を制御す
るうえで、ポリエステル樹脂Ａ、ポリエステル樹脂Ｂを構成する前記アルキルコハク酸、
アルケニルコハク酸及びそれらの酸無水物の炭素数のいずれもが、ポリエステル樹脂Ｃに
おけるモノマー由来構成成分の各々の炭素数よりも多い構成とする。
【００４７】
　非晶性樹脂の分子鎖中に側鎖に長いＣ－Ｃ鎖が存在すると、分子の直線性が低下し、分
子間距離が増大するとともに、アルキル基やアルケニル基が親油性であるため、脂肪族結
晶性樹脂との親和性が大きく、結着樹脂中の脂肪族結晶性ポリエステル樹脂の相溶性が向
上する。これにより、トナー中の結晶性ポリエステル樹脂がばらつきなく分散し、トナー
結着樹脂の溶融粘度ムラが少なくなり、ミクロな画像光沢ムラを抑制することが可能とな
る。
　前記アルキルコハク酸、アルケニルコハク酸及びそれらの酸無水物の炭素数は１０以上
であることが望ましい。
【００４８】
　なお、トナー中に含まれる前記各ポリエステル樹脂中に含まれるモノマー由来構成成分
の構造や量については、例えば各樹脂をＧＰＣを用いて分離することにより分析すること
ができる。
　すなわち、ＴＨＦなどを移動相としたＧＰＣにおいて、溶出液についてフラクションコ
レクターなどにより分取を行い、各ポリエステル樹脂に相等する所望の分子量部分に相当
するフラクションをまとめる。該まとめた溶出液をエバポレーターなどにより濃縮・乾燥
した後、固形分を重クロロホルムあるいは重ＴＨＦなどの重溶媒に溶解させ、１Ｈ－ＮＭ
Ｒ測定を行い、各元素の積分比率から、各樹脂の構成モノマー種や比率を算出することが
できる。
【００４９】
　以下、本発明の静電荷像現像用トナーの構成を詳細に説明する。
　本発明のトナーは、ポリエステル樹脂Ａ、ポリエステル樹脂Ｂ及びポリエステル樹脂Ｃ
を含む結着樹脂と、着色剤と、離型剤と、を含有している必要がある。
【００５０】
（ポリエステル樹脂Ａ、ポリエステル樹脂Ｂ）
　本発明に用いられるポリエステル樹脂Ａ、ポリエステル樹脂Ｂは非晶性ポリエステル樹
脂である。ここで、該非晶性ポリエステル樹脂とは、示差走査熱量測定（ＤＳＣ）におい
て、ガラス転移に対応した階段状の吸熱点の他に、結晶融点に対応した吸熱ピークを示さ
ないポリエステル樹脂を意味する。
　非晶性ポリエステル樹脂としては公知のポリエステル樹脂を使用することができる。非
晶性ポリエステル樹脂は多価カルボン酸成分と多価アルコール成分とから合成される。な
お、前記非晶性ポリエステル樹脂としては、市販品を使用してもよいし、合成したものを
使用してもよい。また非晶性ポリエステル樹脂は、１種の非晶性ポリエステル樹脂でも構
わないが、２種以上のポリエステル樹脂の混合であっても構わない。
【００５１】
　非晶性ポリエステル樹脂に用いる多価カルボン酸及び多価アルコールは特に限定は無く
、例えば、「高分子データハンドブック：基礎編」（高分子学会編、培風館）に記載され
ているモノマー成分であり、従来公知の２価又は３価以上のカルボン酸と、２価又は３価
以上のアルコールとがある。なお、本発明におけるポリエステル樹脂Ｂは直鎖状の非晶性
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ポリエステル樹脂であるため、前記３価以上のカルボン酸、アルコールは用いられない。
【００５２】
　これらのモノマー成分の具体例としては、２価のカルボン酸としては、例えば、コハク
酸、アルキルコハク酸、アルケニルコハク酸、グルタル酸、アジピン酸、スべリン酸、ア
ゼライン酸、セバシン酸、フタル酸、イソフタル酸、テレフタル酸、ナフタレン－２，６
－ジカルボン酸、ナフタレン－２，７－ジカルボン酸、シクロヘキサンジカルボン酸、マ
ロン酸、メサコニン酸等の二塩基酸、及びこれらの無水物やこれらの低級アルキルエステ
ル、マレイン酸、フマル酸、イタコン酸、シトラコン酸等の脂肪族不飽和ジカルボン酸な
どが挙げられる。３価以上のカルボン酸としては、例えば、１，２，４－ベンゼントリカ
ルボン酸、１，２，５－ベンゼントリカルボン酸、１，２，４－ナフタレントリカルボン
酸等、及びこれらの無水物やこれらの低級アルキルエステルなどが挙げられる。これらは
１種単独で使用してもよいし、２種以上を併用してもよい。
【００５３】
　これら多価カルボン酸の中でも、特にアルケニルコハク酸もしくはその無水物を用いる
と、他の官能基に比べ疎水性の高いアルケニル基が存在することにより、より容易に結晶
性ポリエステル樹脂と相溶することができる。
　上記アルキルコハク酸およびアルケニルコハク酸、及びそれらの無水物としては、例え
ば、ｎ－ブチルコハク酸、ｎ－ブテニルコハク酸、イソブチルコハク酸、イソブテニルコ
ハク酸、ｎ－オクチルコハク酸、ｎ－オクテニルコハク酸、ｎ－ドデシルコハク酸、ｎ－
ドデセニルコハク酸、イソドデシルコハク酸、イソドデセニルコハク酸、並びに、それら
の無水物及び低級アルキルエステル等が挙げられる。
【００５４】
　前記アルキルコハク酸、アルケニルコハク酸及びそれらの無水物のアルキル基及びアル
ケニル基の炭素数は、前述の樹脂としての好適な特性を満たすため、後述する脂肪族結晶
性ポリエステル樹脂に用いられる構成モノマーの炭素数より多いことが望ましい。また、
前記の中でも、ｎ－ドデセニルコハク酸及びその無水物が、脂肪族結晶性ポリエステル樹
脂との相溶性及び非晶性ポリエステル樹脂のガラス転移温度の調整のしやすさから最も好
適である。
【００５５】
　前記多価アルコールとしては、２価のアルコールとして、例えば、水素添加ビスフェノ
ールＡ、ビスフェノールＡのエチレンオキシドやプロピレンオキシド付加物などのビスフ
ェノール誘導体；１，４－シクロヘキサンジオール、１，４－シクロヘキサンジメタノー
ルなどの環状脂肪族アルコール；エチレングリコール、ジエチレングリコール、プロピレ
ングリコール、ジプロピレングリコール、１，４－ブタンジオール、１，５－ペンタンジ
オール、１，６－ヘキサンジオールなどの線状ジオール；１，２－プロパンジオール、１
，３－ブタンジオール、ネオペンチルグリコール、２，２－ジエチル－１，３－プロパン
ジオールなどの分岐型ジオール；などが挙げられ、帯電性や強度の観点からビスフェノー
ルＡのエチレンオキシドやプロピレンオキシド付加物が好適に用いられる。
【００５６】
　また、３価以上のアルコールとしては、例えば、グリセリン、トリメチロールエタン、
トリメチロールプロパン、ペンタエリスリトールなどが挙げられるが、低温定着性や画像
光沢性の観点から、３価以上の架橋性単量体の使用量は全単量体量の１０モル％以下であ
ることが望ましい。これらは１種単独で使用してもよいし、２種以上を併用してもよい。
　なお、必要に応じて、酸価や水酸基価の調製等の目的で、酢酸、安息香酸等の１価の酸
や、シクロヘキサノール、ベンジルアルコール等の１価のアルコールも使用することがで
きる。
【００５７】
　非晶性ポリエステル樹脂は、前記のモノマー成分の中から任意の組合せで、例えば、重
縮合（化学同人）、高分子実験学（重縮合と重付加：共立出版）やポリエステル樹脂ハン
ドブック（日刊工業新聞社編）等に記載の従来公知の方法を用いて合成することができ、
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エステル交換法や直接重縮合法等を単独で、又は組み合せて用いることができる。
　具体的には、重合温度１４０～２７０℃で行うことができ、必要に応じて反応系内を減
圧にし、縮合時に発生する水やアルコールを除去しながら反応させる。モノマーが、反応
温度下で溶解又は相溶しない場合は、高沸点の溶剤を溶解補助溶剤として加え溶解させて
もよい。重縮合反応においては、溶解補助溶剤を留去しながら行う。共重合反応において
相溶性の悪いモノマーが存在する場合は、あらかじめ相溶性の悪いモノマーと、そのモノ
マーと重縮合予定の酸又はアルコールとを縮合させておいてから主成分と共に重縮合させ
るとよい。前記酸成分とアルコール成分とを反応させる際のモル比（酸成分／アルコール
成分）としては、反応条件等によっても異なるため、一概には言えないが、直接重縮合の
場合、通常０．９／１から１／０．９である。エステル交換反応の場合は、エチレングリ
コール、プロピレングリコール、ネオペンチルグリコール、シクロヘキサンジメタノール
など真空下で脱留可能なモノマーを過剰に用いる場合が多い。
【００５８】
　ポリエステル樹脂の製造時に使用可能な触媒としては、ナトリウム、リチウム等のアル
カリ金属化合物；マグネシウム、カルシウム等のアルカリ土類金属化合物；亜鉛、マンガ
ン、アンチモン、チタン、スズ、ジルコニウム、ゲルマニウム等の金属化合物；亜リン酸
化合物；リン酸化合物；及び；アミン化合物等が挙げられ、具体的には、酢酸ナトリウム
、炭酸ナトリウム、酢酸リチウム、炭酸リチウム、酢酸カルシウム、ステアリン酸カルシ
ウム、酢酸マグネシウム、酢酸亜鉛、ステアリン酸亜鉛、ナフテン酸亜鉛、塩化亜鉛、酢
酸マンガン、ナフテン酸マンガン、チタンテトラエトキシド、チタンテトラプロポキシド
、チタンテトライソプロポキシド、チタンテトラブトキシド、三酸化アンチモン、トリフ
ェニルアンチモン、トリブチルアンチモン、ギ酸スズ、シュウ酸スズ、テトラフェニルス
ズ、ジブチルスズジクロライド、ジブチルスズオキシド、ジフェニルスズオキシド、ジル
コニウムテトラブトキシド、ナフテン酸ジルコニウム、炭酸ジルコニール、酢酸ジルコニ
ール、ステアリン酸ジルコニール、オクチル酸ジルコニール、酸化ゲルマニウム、トリフ
ェニルホスファイト、トリス（２，４－ジ－ｔ－ブチルフェニル）ホスファイト、エチル
トリフェニルホスホニウムブロマイド、トリエチルアミン、トリフェニルアミン等の化合
物が挙げられる。本発明においては、２種以上併用することもできるが、この中でもジブ
チルスズオキシドなどのスズ系触媒を用いることが、帯電性の観点から望ましい。
【００５９】
　ポリエステル樹脂Ａ及びポリエステル樹脂Ｂの重量平均分子量、数平均分子量の設定範
囲は前述通りである。この分子量及び分子量分布は、それ自体公知の方法で測定すること
ができるが、ゲルパーミュエーションクロマトグラフィ（以下、「ＧＰＣ」と略記する）
により測定するのが一般的である。本発明において分子量分布は以下の条件で測定した。
　ＧＰＣ装置として、東ソー（株）ＨＬＣ－８１２０ＧＰＣ、ＳＣ－８０２０装置を用い
、カラムはＴＳＫ　ｇｅｉ，　ＳｕｐｅｒＨＭ－Ｈ（６．０ｍｍＩＤ×１５ｃｍ×２）を
用い、溶離液として和光純薬社製クロマトグラフ用ＴＨＦ（テトラヒドロフラン）を用い
た。実験条件としては、試料濃度０．５％、流速０．６ｍｌ／ｍｉｎ．、サンプル注入量
１０μｌ、測定温度４０℃、検量線はＡ－５００、Ｆ－１、Ｆ－１０、Ｆ－８０、Ｆ－３
８０、Ａ－２５００、Ｆ－４、Ｆ－４０、Ｆ－１２８、Ｆ－７００の１０サンプルから作
製した。また試料解析におけるデータ収集間隔は３００ｍｓとした。
【００６０】
　非晶性ポリエステル樹脂はその酸価が２～２５ＫＯＨｍｇ／ｇの範囲、水酸基価が５～
４０ＫＯＨｍｇ／ｇの範囲であることが望ましい。
　また、非晶性ポリエステル樹脂のガラス転移温度は、４０～８０℃の範囲であることが
望ましく、貯蔵安定性とトナーの定着性のバランスの点から、５０～７０℃の範囲である
ことがより望ましい。ガラス転移温度が４０℃未満であると、トナーが貯蔵中又は現像器
中でブロッキング（トナーの粒子が凝集して塊になる現象）を起こしやすい場合がある。
一方、ガラス転移温度が８０℃を超えると、トナーの定着温度が高くなる場合がある。
【００６１】
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　上記非晶性ポリエステル樹脂のガラス転移温度は、示差走査熱量計（マックサイエンス
社製：ＤＳＣ３１１０、熱分析システム００１）を用いて測定した。具体的には、０から
１５０℃まで１０℃／分で昇温し、１５０℃で５分間ホールドし、１５０℃から０℃まで
液体窒素を用いて－１０℃／分で降温し、０℃で５分間ホールドし、再度０℃から１５０
まで１０℃／分で昇温して得られた、２度目の昇温時の吸熱曲線から解析したオンセット
温度とした。
【００６２】
（ポリエステル樹脂Ｃ）
　結晶性樹脂であるポリエステル樹脂Ｃは、トナーの結着樹脂として画像光沢度の向上と
安定化及び低温定着性向上のために使用される。本発明における結晶性ポリエステル樹脂
は、前記のように非晶性ポリエステル樹脂との適度な相溶性が必要とされるが、中でも脂
肪族結晶性ポリエステル樹脂が、非晶性ポリエステル樹脂との相溶性が高く、これを可塑
化する効果が有り、低温定着性及び高い画像光沢度を得られるため望ましい。
【００６３】
　本発明で使用されるポリエステル樹脂Ｃを含む結晶性ポリエステル樹脂は、２価の酸（
ジカルボン酸）成分と２価のアルコール（ジオール）成分とから合成されるものであり、
本発明において、「結晶性ポリエステル樹脂」とは、示差走査熱量測定（ＤＳＣ）におい
て、階段状の吸熱量変化ではなく、明確な吸熱ピークを有するものを指す。また、結晶性
ポリエステル樹脂の主鎖に対して他成分を共重合したポリマーの場合、他成分が５０質量
％以下の場合、この共重合体も結晶性ポリエステル樹脂と呼ぶ。
【００６４】
　前記結晶性ポリエステル樹脂において、酸由来構成成分となる為の酸としては、種々の
脂肪族ジカルボン酸が挙げられるが、前記酸由来構成成分としてのジカルボン酸は、１種
に限定されず、２種以上のジカルボン酸由来構成成分を含んでもよい。また、前記ジカル
ボン酸は、乳化凝集法における乳化性を良好にする為、スルホン酸基を含ませることがあ
る。 
　なお、前記「酸由来構成成分」とは、ポリエステル樹脂の合成前には酸成分であった構
成部位を指し、下記「アルコール由来構成成分」とは、ポリエステル樹脂の合成前にはア
ルコール成分であった構成部位を指す。
【００６５】
　脂肪族ジカルボン酸としては、特に直鎖型のカルボン酸が望ましい。直鎖型のカルボン
酸としては、例えば、シュウ酸、マロン酸、コハク酸、グルタル酸、アジピン酸、ピメリ
ン酸、スベリン酸、アゼリン酸、セバシン酸、１，９－ノナンジカルボン酸、１，１０－
デカンジカルボン酸、１，１１－ウンデカンジカルボン酸、１，１２－ドデカンジカルボ
ン酸、１，１３－トリデカンジオール、１，１４－テトラデカンジオール、１，１８－オ
クタデカンジオール、１，２０－エイコサンジオール、など、或いはその低級アルキルエ
ステルや酸無水物が挙げられる。
【００６６】
　これらの中で、脂肪族結晶性ポリエステル樹脂であるポリエステル樹脂Ｃの合成に用い
られるのは炭素数が６～１０の直鎖型のジカルボン酸である。なおここで、前記炭素数と
は両末端のカルボキシル基の炭素を含まない数である。
　炭素数１１以上の場合、コスト上の問題及び融点が高くなりすぎて低温定着性または画
像光沢が得られにくい。また炭素数が５以下の場合、樹脂のエステル基濃度が高くなって
しまうため、体積抵抗が低下してしまい、結晶性樹脂が表面に露出した場合、電荷漏洩に
よる帯電量の低下やトナー現像の際に感光体の電荷が注入してしまい非画像部へトナー汚
染（カブリ）等が発生してしまい望ましくない。また結晶性を高めるためには、これら直
鎖型のジカルボン酸を、酸構成成分の９５モル％以上用いることが望ましく、９８モル％
以上用いることがより好適である。
【００６７】
　前記結晶性ポリエステル樹脂において、アルコール由来構成成分となる為のアルコール
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としては、例えば、エチレングリコール、１，３－プロパンジオール、１，４－ブタンジ
オール、１，５ペンタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、１，７－ヘプタンジオー
ル、１，８－オクタンジオール、１，９―ノナンジオール、１，１０－デカンジオール、
１，１１－ドデカンジオール、１，１２－ウンデカンジオール、１，１３－トリデカンジ
オール、１，１４－テトラデカンジオール、１，１８－オクタデカンジオール、１，２０
－エイコサンジオール、などが挙げられる。
【００６８】
　これらの中で、脂肪族結晶性ポリエステル樹脂であるポリエステル樹脂Ｃの合成に用い
られるのは炭素数が６～１０の直鎖型のジアルコールである。
　炭素数１１以上の場合、融点が高くなりすぎて低温定着性または画像光沢が得られにく
い。また炭素数が５以下の場合、樹脂のエステル基濃度が高くなってしまう為、樹脂の体
積抵抗が低下してしまい、結晶性樹脂が表面に露出した場合、電荷漏洩による帯電量の低
下やトナー現像の際に感光体の電荷が注入してしまい非画像部へトナー汚染（カブリ）等
が発生してしまい望ましくない。結晶性を高めるためには、これら直鎖型のジアルコール
を、アルコール構成成分の９５モル％以上用いることが望ましく、９８モル％以上用いる
ことがより好適である。
【００６９】
　なお、必要に応じて、酸価や水酸基価の調製等の目的で、酢酸、安息香酸等の１価の酸
や、シクロヘキサノール、ベンジルアルコール等の１価のアルコールや、ベンゼントリカ
ルボン酸、ナフタレントリカルボン酸等、及びこれらの無水物やこれらの低級アルキルエ
ステル、グリセリン、トリメチロールエタン、トリメチロールプロパン、ペンタエリスリ
トールなど３価のアルコールも使用することができる。
【００７０】
　前記結晶性ポリエステル樹脂は、前記非晶性ポリエステル樹脂に準じて合成することが
できる。また、製造の際に使用可能な触媒としても、前記非晶性ポリエステル樹脂に準じ
たものを用いることができる。
【００７１】
　結晶性ポリエステル樹脂であるポリエステル樹脂Ｃの融点は、５０～１２０℃の範囲が
望ましく、より好適には５０～８０℃の範囲である。融点が５０℃より低いとトナーの保
存性や、定着後のトナー画像の保存性が問題となる場合がある。また、１２０℃より高い
と、従来のトナーに比べて十分な低温定着が得られない場合がある。
　なお、前記結晶性ポリエステル樹脂の融点の測定は、前記非晶性ポリエステル樹脂のガ
ラス転移温度測定に準じた方法で、ＪＩＳ　Ｋ－７１２１に示す入力補償示差走査熱量測
定の融解ピーク温度として求めることができる。尚、結晶性の樹脂には、複数の融解ピー
クを示す場合があるが、最大のピークをもって融点とみなす。
【００７２】
　また、ポリエステル樹脂Ｃの分子量は、前記テトラヒドロフラン（ＴＨＦ）可溶分のＧ
ＰＣ法による分子量測定で、重量平均分子量（Ｍｗ）が５０００～１０００００の範囲で
あることが望ましく、より好適には１００００～５００００の範囲であり、数平均分子量
（Ｍｎ）は２０００～１００００の範囲であることが望ましく、分子量分布Ｍｗ／Ｍｎは
１．５～１００の範囲であることが望ましく、更に好適には２～２０の範囲である。重量
平均分子量及び数平均分子量が上記範囲より小さいと、低温定着性には効果的である一方
で、樹脂として低く柔らかく、トナーのブロッキング等の保存性にも悪影響を及ぼす場合
がある。一方、上記範囲より分子量が大きいと、トナー中からの染み出しが不十分になる
為、ドキュメント保存性に悪影響を及ぼす場合がある。
【００７３】
　結着樹脂中のポリエステル樹脂Ｃの含有量は、１～２０質量％の範囲が望ましく、２～
１４質量％の範囲がより望ましい。結晶性ポリエステル樹脂の添加量２０質量％より多い
と、結晶性ポリエステル樹脂のドメインサイズが大きくなりトナー表面に露出しやすくな
るため、トナー粉体流動性の低下や帯電性の悪化を生じることがある。１質量％より少な
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いと、良好な低温定着性が得られない場合がある。
【００７４】
　トナーにおける結着樹脂は、前記ポリエステル樹脂Ａ、ポリエステル樹脂Ｂ及びポリエ
ステル樹脂Ｃを含んで構成されるが、該結着樹脂の損失弾性率Ｇ”（測定周波数１ｒＡｄ
／ｓ、歪み量２０％以下で測定）が１００００ＰＡとなる温度をＴｍとした場合、Ｔｍが
８０～１５０℃の範囲にあることが望ましい。
　ここで、上記損失弾性率は以下のようにして測定される。測定装置は、レオメトリック
ス社製のレオメーター、商品名「ＲＤＡ　ＩＩ」（ＲＨＩＯＳシステムｖｅｒ．４．３）
を用い、測定用プレートは直径８ｍｍのパラレルプレートを用い、ゼロ点調整温度９０℃
、プレート間ギャップ３．５ｍｍ、昇温速度毎分１℃、初期測定歪み０．０１、測定開始
温度３０℃で、温度上昇と共に検出トルクが１０ｇｃｍ程度になるように歪みを調節し、
最大歪みを２０％までとし、検出トルクが測定保証値の下限を下回った時点で測定終了と
した。
【００７５】
　また、前記結着樹脂は、軟化点が８０～１４０℃の範囲であることが好ましく、より好
適には９５～１３５℃の範囲である。結着樹脂の軟化点が８０℃未満であると、定着後及
び保管時のトナー及びトナーの画像安定性が悪化する場合がある。一方、軟化点が１４０
℃を超えると、低温定着性が悪化してしまう場合がある。
　なお、上記結着樹脂の軟化点は、フローテスター（島津社製：ＣＦＴ－５００Ｃ）を用
いて、サンプル量：１．０５ｇ、予熱：６５℃で３００ｓｅｃ，プランジャー圧力：０．
９８０６６５ＭＰＡ，ダイサイズ：直径１ｍｍ，昇温速度：１．０℃／ｍｉｎの条件下で
測定された、溶融開始温度と溶融終了温度との中間温度を指す。
【００７６】
（着色剤）
　本発明のトナーに用いられる着色剤として、イエロー顔料としては、黄鉛、亜鉛黄、黄
色酸化鉄、カドミウムイエロー、クロムイエロー、ハンザイエロー、ハンザイエロー１０
Ｇ　、ベンジジンイエローＧ、ベンジジンイエローＧＲ、スレンイエロー、キノリン
イエロー、パーメネントイエローＮＣＧ　等を挙げることができ、特に、Ｃ．Ｉ．ピグメ
ント・イエロー１７、Ｃ．Ｉ．ピグメント・イエロー７４、Ｃ．Ｉ．ピグメント・イエロ
ー９７、Ｃ．Ｉ．ピグメント・イエロー１８０、Ｃ．Ｉ．ピグメント・イエロー１８５等
が好適に用いられる。
【００７７】
　マゼンタ顔料としては、ベンガラ、カドミウムレッド、鉛丹、硫化水銀、ウオッチヤン
グレッド、パーマネントレッド４Ｒ、リソールレッド、ブリリアンカーミン３Ｂ、ブリリ
アンカーミン６Ｂ、デイポンオイルレッド、ピラゾロンレッド、ローダミンＢ　レーキ、
レーキレッドＣ　、ローズベンガル、エオキシンレッド、アリザリンレーキ、ナフトール
系顔料としては、ピグメントレッド３１、同１４６、同１４７、同１５０、同１７６、同
２３８、同２６９などが挙げられ、キナクリドン系顔料としては、ピグメントレッド１２
２、同２０２、同２０９などが挙げられ、この中でも特に製造性、帯電性の観点からピグ
メントレッド１８５、同２３８、同２６９、同１２２が好適である。
【００７８】
　シアン顔料としては、紺青、コバルトブルー、アルカリブルーレーキ、ビクトリアブル
ーレーキ、ファストスカイブルー、インダスレンブルーＢＣ、アニリンブルー、ウルトラ
マリンブルー、カルコオイルブルー、メチレンブルークロライド、フタロシアニンブルー
、フタロシアニングリーン、マラカイトグリーンオクサレレートなどを挙げることができ
、特に、Ｃ．Ｉ．ピグメント・ブルー１５：１、Ｃ．Ｉ．ピグメント・ブルー１５：３等
が好適に用いられる。
【００７９】
　橙色顔料としては、赤色黄鉛、モリブデンオレンジ、パーマネントオレンジＧＴＲ、ピ
ラゾロンオレンジ、バルカンオレンジ、ベンジジンオレンジＧ、インダスレンブリリアン
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トオレンジＲＫ、インダスレンブリリアントオレンジＧＫ等を挙げることができる。紫色
顔料としては、マンガン紫、ファストバイオレットＢ、メチルバイオレットレーキ等を挙
げることができる。緑色顔料としては、酸化クロム、クロムグリーン、ピグメントグリー
ン、マラカイトグリーンレーキ、ファイナルイエローグリーンＧ　等を挙げることができ
る。
　白色顔料としては、亜鉛華、酸化チタン、アンチモン白、硫化亜鉛等を挙げることがで
きる。
【００８０】
　黒色トナーに用いられる黒色顔料としては、カーボンブラック、酸化銅、二酸化マンガ
ン、アニリンブラック、活性炭等を挙げることができ、特にカーボンブラックが好適に用
いられる。カーボンブラックは比較的分散性が良いため、特に特別な分散を必要としない
が、カラー着色剤に準じた製造方法で製造されることが望ましい。
【００８１】
　前記着色剤は、色相角、彩度、明度、耐候性、ＯＨＰ透過性、トナー中での分散性の観
点から選択される。そして、着色剤はトナー総質量に対して４～１５質量％の範囲で添加
することが好適である。また、黒色着色剤として磁性体などを用いる場合は、他の着色剤
とは異なり、１２～２４０質量％で添加することができる。具体的には、磁場中で磁化さ
れる物質を用いるが、鉄、コバルト、ニッケルなどの強磁性の粉末、もしくはフェライト
、マグネタイト等の化合物が使用される。水相中でトナーを得るときには、磁性体の水相
移行性に注意を払う必要があり、予め磁性体の表面を改質し、例えば疎水化処理等を施し
ておくことが望ましい。
【００８２】
（離型剤）
　本発明のトナーには、定着性や画像保存性を向上させる目的で離型剤を含有させる。用
いられる離型剤としては、ＡＳＴＭＤ３４１８－８に準拠して測定されたＤＳＣにおける
主体極大吸熱ピークが５０～１４０℃にあり、かつ１４０℃において１～５０ｍＰＡｓの
溶融粘度を有する物質であることが望ましい。融点が５０℃未満では定着時にオフセット
が生じやすくなる場合がある。１４０℃を超えると、定着温度が高くなり、定着画像の表
面の荒れが増加し光沢性が損なわれる場合がある。
【００８３】
　また、前記離型剤は前記ＤＳＣ曲線で吸熱開始温度が４０℃以上であることが望ましく
、より好適には５０℃以上である。４０℃より低いと複写機内やトナーボトル内でトナー
の凝集が発生する場合がある。上記吸熱開始温度はワックスを構成する分子量分布のうち
、低分子量のものやその構造のもつ極性基の種類、量で左右される。一般に高分子量化す
れば融点とともに吸熱開始温度も上昇するが、このやり方ではワックス本来の低溶融温度
と、低粘度をそこなってしまう。よってワックスの分子量分布のうち、これら低分子量の
ものだけを選別してのぞくことが有効であるが、この方法として、分子蒸留、溶剤分別、
ガスクロマトグラフ分別等の方法がある。
【００８４】
　また、溶融粘度が５０ｍＰＡｓより高いと、溶融粘度ではトナーからの溶出が弱く、定
着剥離性が不十分となってしまう場合がある。
　前記離型剤の溶融粘度は、Ｅ型粘度計によって測定される。測定に際しては、オイル循
環型恒温槽の備えられたＥ型粘度計（東京計器製）を用いる。測定には、コーン角１．３
４度を有したコーンプレート／カップの組み合わせのプレートを用いる。カップ内に試料
を投入し、循環装置の温度を１４０℃にセットし、空の測定カップとコーンを測定装置に
セットし、オイルを循環させながら恒温に保つ。温度が安定したところで測定カップ内に
資料を１ｇ入れ、コーンを静止状態で１０分間静置させる。安定後、コーンを回転させ測
定を行う。コーンの回転速度は６０ｒｐｍとする。測定は３回行い、その平均値を溶融粘
度ηとする。
【００８５】
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　前記離型剤の具体例としては、例えば、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリブテン等
の低分子量ポリオレフィン類、加熱により軟化点を示すシリコーン類、オレイン酸アミド
、エルカ酸アミド、リシノール酸アミド、ステアリン酸アミド等の脂肪酸アミド類や、カ
ルナウバワックス、ライスワックス、キャンデリラワックス、木ロウ、ホホバ油等の植物
系ワックス、ミツロウ等の動物系ワックス、脂肪酸エステル、モンタン酸エステルなどの
エステル系ワックス、モンタンワックス、オゾケライト、セレシン、パラフィンワックス
、マイクロクリスタリンワックス、フィッシャートロプシュワックス等の鉱物系・石油系
ワックス、及びそれらの変性物などを挙げることができる。
【００８６】
（その他の添加剤）
　本発明のトナーには、必要に応じて無機もしくは有機の粒子を添加することができる。
前記粒子の補強効果によりトナーの貯蔵弾性率が大きくなり、耐オフセット性や定着器か
らの剥離性を向上できる場合がある。また、前記粒子は着色剤や離型剤などの内添物の分
散性を向上させる場合がある。
【００８７】
　前記無機粒子としては、シリカ、疎水化処理シリカ、アルミナ、酸化チタン、炭酸カル
シウム、炭酸マグネシウム、リン酸三カルシウム、コロイダルシリカ、アルミナ処理コロ
イダルシリカ、カチオン表面処理コロイダルシリカ、アニオン表面処理コロイダルシリカ
などを単独もしくは併用して用いることができ、なかでもＯＨＰ透明性とトナー中の分散
性の観点からコロイダルシリカを用いることが望ましい。その粒径は、５から５０ｎｍで
あることが好適である。また、粒径の異なる粒子を併用することも可能である。前記粒子
はトナー製造の際直接添加することもできるが、分散性を高めるためにあらかじめ超音波
分散機などを用いて水など水溶性媒体へ分散されたものを用いることが好ましい。分散に
おいては、イオン性界面活性剤や高分子酸、高分子塩基などを用いて分散性を向上させる
こともできる。
【００８８】
　その他、トナーには帯電制御剤などの公知の材料を添加してもよい。その際に添加され
る材料の平均粒径としては、１μｍ以下であることが望ましく、０．０１～１μｍである
のがより好適である。前記平均粒径が１μｍを越えると、最終的に得られる電子写真用ト
ナーの粒径分布が広くなったり、遊離粒子の発生が生じ、性能や信頼性の低下を招く場合
がある。一方、前記平均粒径が前記範囲内にあると前記欠点がない上、トナー間の偏在が
減少し、トナー中の分散が良好となり、性能や信頼性のバラツキが小さくなる点で有利で
ある。なお、前記平均粒径は、例えばマイクロトラックなどを用いて測定することができ
る。
【００８９】
　さらに、本発明の静電荷像現像用トナーについて、その製造方法とともにより詳細に述
べる。
　本発明のトナーを製造する方法としては、特に制限はないが、湿式造粒法によることが
望ましい。前記湿式造粒法としては、公知の溶融懸濁法、乳化凝集法、溶解懸濁法等の方
法が好適に挙げられる。以下、乳化凝集法を例に説明する。
【００９０】
　乳化凝集法は、少なくとも樹脂粒子を分散させた分散液（以下、「乳化液」と称する場
合がある）中で凝集粒子を形成し凝集粒子分散液を調製する工程（凝集工程）と、前記凝
集粒子分散液を加熱して、凝集粒子を融合する工程（融合工程）を含む製造方法である。
　上記乳化凝集法を用いる場合には、例えば、少なくとも粒子径が１μｍ以下の、脂肪族
結晶性ポリエステル樹脂（ポリエステル樹脂Ｃ）から構成される粒子を分散した樹脂粒子
分散液と、前記２種類の非晶性ポリエステル樹脂（ポリエステル樹脂Ａ及びポリエステル
樹脂Ｂ）から構成される粒子を分散した樹脂粒子分散液と、着色剤粒子を分散した着色剤
粒子分散液と、離型剤粒子分散液と、を混合し、前記結晶性樹脂粒子と非晶性樹脂粒子と
前記着色剤粒子と前記離型剤粒子とを含む凝集粒子（コア粒子）を形成する第１の凝集工
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程、前記コア凝集粒子の表面にコア凝集に用いた２種類の非晶性ポリエステル樹脂を含む
シェル層を形成しコア／シェル凝集粒子を得る第２の凝集工程、及び、前記コア／シェル
凝集粒子を前記非晶性樹脂粒子のガラス転移点または前記結晶性樹脂粒子の融点以上に加
熱し融合・合一する融合工程と、を経て製造されることが望ましい。
【００９１】
　上記製造方法を用いてトナーを作製することにより、微小な粒子の発生を抑制し、得ら
れるトナーの粒度分布をシャープにすることができ、高画質化に寄与する。また前記第２
の凝集工程を設けることにより、擬似的なシェル構造を形成することができ、脂肪族結晶
性ポリエステル樹脂、着色剤や離型剤などの内添物のトナー表面露出を低減でき、結果と
して帯電性や寿命を向上させることができ、また、融合工程における融合時において、粒
度分布を維持し、その変動を抑制することができると共に、融合時の安定性を高めるため
の界面活性剤や塩基または酸等の安定剤の添加を不要、もしくは、それらの添加量を最少
限度に抑制することができる。前記方法においては、追加粒子を添加する操作によって、
コアシェル構造を形成するが、前記コア粒子の主成分となるポリエステル樹脂Ａ及びポリ
エステル樹脂Ｂが、シェル層用樹脂であることが上記効果を得る上で好適である。また、
この方法を用いれば、融合工程において、温度、攪拌数、ｐＨなどの調整により、トナー
形状制御を簡単に行うことができる。
【００９２】
　前記乳化凝集法に非晶性ポリエステル樹脂や結晶性ポリエステル樹脂を用いる場合、例
えば非晶性ポリエステル樹脂を乳化し乳化粒子（液滴）を形成する乳化工程が好適に用い
られる。
　前記乳化工程において、例えば前記非晶性ポリエステル樹脂の乳化粒子（液滴）は、水
系媒体と、ポリエステル樹脂及び必要に応じて着色剤を含む混合液（ポリマー液）と、を
混合した溶液に、剪断力を与えることにより形成される。その際、非晶性ポリエステル樹
脂のガラス転移温度以上の温度に加熱することで、ポリマー液の粘性を下げて乳化粒子を
形成することができる。また、乳化粒子の安定化や水系媒体の増粘のため分散剤を使用す
ることもできる。以下、かかる乳化粒子の分散液のことを、「樹脂粒子分散液」という場
合がある。
【００９３】
　前記乳化粒子を形成する際に用いる乳化機としては、例えば、ホモジナイザー、ホモミ
キサー、加圧ニーダー、エクストルーダー、メディア分散機等が挙げられる。前記ポリエ
ステル樹脂の乳化粒子（液滴）の大きさとしては、その平均粒子径（体積平均粒径）で０
．００５～０．５μｍが望ましく、０．０１～０．３μｍがより望ましい。０．００５μ
ｍ以下では水中にほとんど溶解してしまうため、粒子作製が困難になり、また０．５μｍ
以上では所望の粒径である３．０～７．５μｍの粒子を得ることが困難になる場合がある
。なお、樹脂粒子の体積平均粒径は、レーザー回析式粒度分布測定装置（堀場製作所製、
ＬＡ－７００）で測定した。
【００９４】
　また、乳化時の樹脂の溶融粘度が高いと所望の粒径まで小さくならないため、大気圧以
上に加圧可能な乳化装置を用いて温度を上げ、樹脂粘度を下げた状態で乳化することで、
所望の粒径の樹脂粒子分散液を得ることができる。
　前記乳化工程において、樹脂の粘度を下げて乳化性を向上させる目的で、あらかじめ樹
脂に溶剤を添加しておく方法を用いても良い。使用される溶剤としては、ポリエステル樹
脂を溶解させるものであれば特に限定はないが、テトラヒドロフラン（ＴＨＦ）、酢酸メ
チル、酢酸エチル、メチルエチルケトンなどのケトン系溶剤、ベンゼン、トルエン、キシ
レンなどのベンゼン系溶剤などを用いることができるが、溶解性、脱溶剤性の観点から、
酢酸エチルやメチルエチルケトンなどのエステル系及びケトン系溶剤を用いることが好ま
しい。
【００９５】
　また、媒体である水との親和性向上、及び、粒度分布制御の目的で、エタノールやイソ
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プロピルアルコールなどのアルコール系溶剤を、水もしくは樹脂に直接添加しても良い。
また、粒度分布制御の目的で、塩化ナトリウム、塩化カリウムなどの塩や、アンモニアな
どを添加してもよい。この中ではアンモニアが好ましく用いられる。
【００９６】
　さらに、粒度分布制御の目的で、分散剤を添加してもよい。前記分散剤としては、例え
ば、ポリビニルアルコール、メチルセルロース、カルボキシメチルセルロース、ポリアク
リル酸ナトリウム、の等の水溶性高分子；ドデシルベンゼンスルホン酸ナトリウム、オク
タデシル硫酸ナトリウム、オレイン酸ナトリウム、ラウリル酸ナトリウム、ステアリン酸
カリウム等のアニオン性界面活性剤；ラウリルアミンアセテート、ラウリルトリメチルア
ンモニウムクロライド等のカチオン性界面活性剤；ラウリルジメチルアミンオキサイド等
の両性イオン性界面活性剤；ポリオキシエチレンアルキルエーテル、ポリオキシエチレン
アルキルフェニルエーテル、ポリオキシエチレンアルキルアミン等のノニオン性界面活性
剤等の界面活性剤；リン酸三カルシウム、水酸化アルミニウム、硫酸カルシウム、炭酸カ
ルシウム、炭酸バリウム等の無機化合物等が挙げられる。これらの中では、アニオン性界
面活性剤が好適に用いられる。前記分散剤の使用量としては、前記ポリエステル樹脂（結
着樹脂）１００質量部に対して、０．０１～２０質量部が好ましい。
【００９７】
　なお、前記乳化工程において、前記ポリエステル樹脂に、スルホン酸基を有するジカル
ボン酸を共重合させておく（即ち、酸由来構成成分中に、スルホン酸基を持つジカルボン
酸由来構成成分が好適量含まれる）と、界面活性剤等の分散安定剤を減らすことができる
、或いは使用しなくても乳化粒子を形成できるが、樹脂の吸湿性が高くなり、帯電性が悪
化する場合がある。添加量は酸成分中１０モル％以下であることが好ましいが、ポリエス
テル樹脂主鎖の親水性、末端の酸価、水酸基価の量などにより、乳化性が確保できるとき
には、できる限り添加しないほうがよい。
【００９８】
　また、転相乳化法を用いても良い。転相乳化法は、少なくともポリエステル樹脂を有機
溶媒に溶解させ、必要に応じて中和剤や分散安定剤を添加して、攪拌下にて、水系溶媒を
滴下して、乳化粒子を得た後、樹脂分散液中の溶媒を除去して、乳化液を得る方法である
。このとき、中和剤や分散安定剤の投入順は変更してもよい。
【００９９】
　樹脂を溶解させる有機溶媒（樹脂溶解溶媒）としては、例えば、蟻酸エステル類、酢酸
エステル類、酪酸エステル類、ケトン類、エーテル類、ベンゼン類、ハロゲン化炭素類が
挙げられる。具体的には、蟻酸、酢酸、酪酸等のアルキル（メチル、エチル、ｎ－プロピ
ル、イソプロピル、ｎ－ブチル、イソブチル、ｓｅｃ－ブチル、ｔ－ブチル等）エステル
類、アセトン、ＭＥＫ、ＭＰＫ、ＭＩＰＫ、ＭＢＫ、ＭＩＢＫ等のメチルケトン類、ジエ
チルエーテル、ジイソプロピルエーテル等のエーテル類、トルエン、キシレン、ベンゼン
等の複素環置換体類、四塩化炭素、塩化メチレン、１，２－ジクロロエタン、１，１，２
－トリクロロエタン、トリクロロエチレン、クロロホルム、モノクロロベンゼン、ジクロ
ロエチリデン等のハロゲン化炭素類などを単独であるいは２種以上組合せて用いることが
可能であるが、入手し易さや脱溶剤時の回収容易性、環境への配慮の点から、低沸点溶媒
の酢酸エステル類やメチルケトン類、エーテル類が通常好ましく用いられ、特に、アセト
ン、メチルエチルケトン、酢酸、酢酸エチル、酢酸ブチルが好ましい。前記有機溶媒は、
樹脂粒子中に残存すると、ＶＯＣ原因物質となる場合があるため揮発性の比較的高いもの
を用いることが好ましい。
【０１００】
　前記水系溶媒としては、基本的にはイオン交換水が用いられるが、油滴を破壊しない程
度に水溶性有機溶媒を含んでも構わない。水溶性有機溶媒としては、メタノール、エタノ
ール、１－プロパノール、２－プロパノール、１－ブタノール、２－ブタノール、ｔ－ブ
タノール、１－ペンタノール等の短炭素鎖アルコール類；エチレングリコールモノメチル
エーテル、エチレングリコールモノエチルエーテル、エチレングリコールモノブチルエー
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テル等のエチレングリコールモノアルキルエーテル類；エーテル類、ジオール類、ＴＨＦ
、アセトン等が挙げられる。これらの水溶性有機溶媒のイオン交換水との混合比は、質量
比で１％～５０％の範囲、より好適には１％～３０％が選択され水性成分として用いられ
る。また、水溶性有機溶媒は添加されるイオン交換水に混合するだけでなく、樹脂溶解液
中に添加して使用しても構わない。水溶性有機溶媒を添加する場合には、樹脂と樹脂溶解
溶媒との濡れ性を調整することができ、また、樹脂溶解後の液粘度を低下させる機能が期
待できる。
【０１０１】
　また、前記乳化液が安定的に分散状態を保つよう、必要に応じて樹脂溶液及び水性成分
に分散剤を添加してもよい。前記分散剤としては、水性成分中で親水性コロイドを形成す
るもので、特にヒドロキシメチルセルローズ、ヒドロキシエチルセルローズ、ヒドロキシ
プロピルセルローズ等のセルローズ誘導体；ポリビニルアルコール、ポリビニルピロリド
ン、ポリアクリルアミド、ポリアクリル酸塩、ポリメタクリル酸塩等の合成高分子類、ゼ
ラチン、アラビアゴム、寒天等の分散安定化剤が挙げられる。また、シリカ、酸化チタン
、アルミナ、リン酸三カルシウム、炭酸カルシウム、硫酸カルシウム、炭酸バリウム等の
固体微粉末も用いることができる。これらの分散安定化剤は通常、水性成分中の濃度が０
～２０質量％、望ましくは０～１０質量％となるよう添加される。前記分散剤としては、
界面活性剤も用いられる。前記界面活性剤の例としては、後述する着色剤分散液に用いら
れるものに準じたものを使用することができる。例えば、サポニンなどの天然界面活性成
分の他に、アルキルアミン塩酸・酢酸塩類、４級アンモニウム塩類、グリセリン類等のカ
チオン系界面活性剤、脂肪酸石けん類、硫酸エステル類、アルキルナフタレンスルホン酸
塩類、スルホン酸塩類、リン酸、リン酸エステル、スルホコハク酸塩類等のアニオン系界
面活性剤などが挙げられ、アニオン界面活性剤、非イオン性界面活性剤が好ましく用いら
れる。前記乳化液のｐＨを調整するために、中和剤を添加してもよい。前記中和剤として
は、硝酸、塩酸、水酸化ナトリウム、アンモニアなど一般の酸、アルカリを用いることが
できる。
　前記乳化液から有機溶媒を除去する方法としては、乳化液を常温（１５～３５℃）もし
くは加熱下で有機溶剤を揮発させる方法、これに減圧を組み合わせる方法が好ましく用い
られる。
【０１０２】
　前記着色剤や離型剤の分散方法としては、例えば、回転せん断型ホモジナイザーや、メ
ディアを有するボールミル、サンドミル、ダイノミルなどの一般的な分散方法を使用する
ことができ、なんら制限されるものではない。
【０１０３】
　必要に応じて、界面活性剤を使用してこれら着色剤の水分散液を調製したり、分散剤を
使用してこれら着色剤の有機溶剤分散液を調製したりすることもできる。以下、かかる着
色剤、離型剤の分散液のことを、「着色剤分散液」「離型剤分散液」という場合がある。
分散に用いる界面活性剤や分散剤としては、ポリエステル樹脂等を分散させる際に用い得
る分散剤に準じたものを用いることができる。
【０１０４】
　前記凝集工程においては、凝集粒子を形成させるために、凝集剤を用いることが好まし
い。用いられる凝集剤は、前記分散剤に用いる界面活性剤と逆極性の界面活性剤や、一般
の無機金属化合物（無機金属塩）又はその重合体が挙げられる。無機金属塩を構成する金
属元素は周期律表（長周期律表）における２Ａ、３Ａ、４Ａ、５Ａ、６Ａ、７Ａ、８、１
Ｂ、２Ｂ、３Ｂ族に属する２価以上の電荷を有するものであり、樹脂粒子の凝集系におい
てイオンの形で溶解するものであればよい。
【０１０５】
　前記無機金属塩を具体的に挙げると、塩化カルシウム、硝酸カルシウム、塩化バリウム
、塩化マグネシウム、塩化亜鉛、塩化アルミニウム、硫酸アルミニウムなどの金属塩、及
び、ポリ塩化アルミニウム、ポリ水酸化アルミニウム、多硫化カルシウム等の無機金属塩
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重合体などである。その中でも特に、アルミニウム塩及びその重合体が好適である。一般
的に、よりシャープな粒度分布を得るためには、無機金属塩の価数が１価より２価、２価
より３価以上で、同じ価数であっても重合タイプの無機金属塩重合体の方がより適してい
る。
【０１０６】
　凝集剤の添加量は、凝集剤の種類や価数によって変動するが、おおむね、０．０５～０
．１質量％の範囲である。前記凝集剤は、トナー化の工程中に、水系媒体中に流出したり
、粗粉を形成するなどにより、添加量すべてがトナー中に残留するわけではない。特にト
ナー化の工程で、樹脂中の溶剤量が多い場合には、溶剤と凝集剤が相互作用して、水系媒
体中に流出しやすいため、残溶剤量に合わせて調節する必要がある。
【０１０７】
　なお、上記凝集剤の添加に起因するが、本発明のトナーは、アルミ、亜鉛、カルシウム
から選ばれる少なくとも１種以上の金属元素を、元素組成比換算で０．０５～０．３０％
含んでいることが好ましい。これら金属原子が上記範囲で含まれると、ポリエステル樹脂
の極性成分とイオン架橋を形成し、定着画像の強度を向上させ、ホットオフセットを改善
する。一方、含有量が多すぎると、熔融粘度も上昇し、定着画像グロスの低下や、低温定
着性を損なう場合がある。ここで、金属元素の含有量は、蛍光Ｘ線装置による、全元素分
析から求められる。試料は、トナー６ｇを、加圧成型器で荷重１０ｔ、加圧時間１分間で
、加圧成型し、島津製作所の蛍光Ｘ線（ＸＲＦ－１５００）を使用して、測定条件は管電
圧４０ｋＶ、管電流９０ｍＡ、測定時間３０分で測定した、元素組成比から求められる。
【０１０８】
　前記融合工程においては、凝集工程に準じた攪拌下で、凝集体の懸濁液のｐＨを５～１
０の範囲にすることにより、凝集の進行を止め、樹脂のガラス転移温度（Ｔｇ）以上の温
度（あるいは結晶性樹脂の融点以上の温度）で加熱を行うことにより凝集粒子を融合させ
合一させる。また、加熱の時間としては、所望の合一が為される程度行えばよく、０．２
～１０時間程度行えばよい。その後、樹脂のＴｇ以下まで降温して、粒子を固化する際、
降温速度によって粒子形状及び表面性が変化する。例えば、早い速度で降温した場合には
球形化及び表面が滑らかになりやすく、逆にゆっくり降温した場合は、粒子形状が不定形
化し、粒子表面に凹凸が生じやすい。そのため、少なくとも０．５℃／分以上の速度で、
より好適には１．０℃／分以上の速度で樹脂のＴｇ以下まで降温するのが好ましい。
【０１０９】
　また、樹脂のＴｇ以上の温度で熱しながら、凝集工程に準じてｐＨや凝集剤の添加によ
り粒子を成長させ、所望の粒径になったところで融合工程の場合に準じて、少なくとも０
．５℃／分の速度で樹脂のＴｇ以下まで降温して、固化と同時に粒子成長を停止させれば
、凝集工程と融合工程とを同時に行うことができるため、工程の簡略化の面では好ましい
が、前述のコアシェル構造を作ることが難しくなる場合がある。
【０１１０】
　融合工程を終了した後は、粒子を洗浄し乾燥してトナー粒子を得る。トナーの帯電性を
考慮すると、イオン交換水で置換洗浄を施すことが好ましく、洗浄度合いはろ液の伝導度
でモニターするのが一般的で、最終的に、伝導度が２５μＳ／ｃｍ以下となるようにする
ことが好ましい。洗浄時に酸やアルカリでイオンを中和する工程を含んでも良く、酸によ
る処理はｐＨを４．０以下に、アルカリによる処理はｐＨを８．０以上にすることが好ま
しい。また、洗浄後の固液分離は、特に制限はないが、生産性の点から吸引濾過、フィル
タープレスなどの加圧濾過等が好ましく用いられる。さらに、乾燥も、特に方法に制限は
ないが、生産性の点から凍結乾燥、フラッシュジェット乾燥、流動乾燥、振動型流動乾燥
等が好ましく用いられ、最終的なトナーの水分率は１質量％以下、より好適には０．７質
量％以下になるように乾燥する。
【０１１１】
　上記のようにして得られたトナー粒子には、流動性助剤、クリーニング助剤、研磨剤等
として、無機粒子および有機粒子を外添混合することができる。無機粒子としては、例え
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ば、シリカ、アルミナ、酸化チタン、炭酸カルシウム、炭酸マグネシウム、リン酸三カル
シウム、酸化セリウム等の通常トナー表面の外添剤として使用される総ての粒子があげら
れる。これらの無機粒子は、その表面が疎水化されたものであることが好ましく、帯電性
、粉体特性、保存性などのトナー諸特性や、現像性や転写性といったシステム適性を制御
するために用いられる。有機粒子としては、例えば、スチレン系重合体、（メタ）アクリ
ル系重合体、エチレン系重合体などのビニル系樹脂、ポリエステル樹脂シリコーン樹脂、
フッ素系樹脂等の通常トナー表面の外添剤として使用される総ての粒子が挙げられる。
【０１１２】
　これらの粒子は転写性を向上させる目的で添加され、その１次粒径は０．０５～１．０
μｍであることが好ましい。さらに、滑剤を添加することもできる。滑剤として、例えば
エチレンビスステアリル酸アミド、オレイン酸アミド等の脂肪酸アミド、ステアリン酸亜
鉛、ステアリン酸カルシウムなどの脂肪酸金属塩ユニリンなどの高級アルコールなどがあ
げられる。これらは一般にクリーニング性を向上させる目的で添加され、その１次粒径は
、０．１５０μｍのものが用いられる。
【０１１３】
　また、前記無機粒子のなかでも少なくとも２種以上を使用し、該無機粒子の少なくとも
１種は３０ｎｍ～２００ｎｍの、さらに好適には３０ｎｍ～１８０ｎｍの平均１次粒子径
を有することが好ましい。トナーが小粒径化することによって、感光体との非静電的付着
力が増大するため、転写不良やホローキャラクターと呼ばれる画像抜けが引き起こされ、
重ね合わせ画像等の転写ムラを生じさせる原因となるため、平均１次粒子径が３０ｎｍ～
２００ｎｍの大径の外添剤を添加し、転写性を改善させることが好ましい。平均１次粒子
径が３０ｎｍより小さいと、初期的なトナーの流動性は良好であるが、トナーと感光体と
の非静電的付着力を低減できず転写効率が低下し画像のぬけや、画像の均一性を悪化させ
てしまい、また経時による現像機内でのストレスによって粒子がトナー表面に埋め込まれ
、帯電性が変化し、濃度の低下や背景部へのカブリ等の問題を引き起こす場合がある。ま
た、平均１次粒子径が２００ｎｍより大きいと、トナー表面から脱離しやすく、また流動
性の悪化にもつながる場合がある。
【０１１４】
　具体的には、シリカ、アルミナ、酸化チタンが好ましく、特に、疎水化されたシリカを
必須成分として添加することが好ましい。特にシリカと酸化チタンを併用することが好ま
しい。また、粒径８０から５００ｎｍの有機粒子を併用することも転写性向上には好まし
い。外添剤を疎水化処理する疎水化剤としては公知の材料が挙げられ、シラン系カップリ
ング剤、チタネート系カップリング剤、アルミネート系カップリング剤、ジルコニウム系
カップリング剤等のカップリング剤、シリコーンオイルやポリマーコーティング処理など
が挙げられる。
　前記外添剤は、サンプルミルやヘンシェルミキサーなどで機械的衝撃力を加えられてト
ナー表面に付着又は固着させられる。
【０１１５】
（トナーの特性）
　本発明におけるトナーの体積平均粒径は４～９μｍの範囲であることが望ましく、より
望ましくは４．５～８．５μｍの範囲であり、さらに望ましくは５～８μｍの範囲である
。体積平均粒径が４μｍより小さいと、トナー流動性が低下し、各粒子の帯電性が低下し
やすく、また帯電分布が広がるため、背景へのかぶりや現像器からのトナーこぼれ等が生
じやすくなる。また４μｍより小さいと、格段にクリーニング性が困難となる場合がある
。体積平均粒径が９μｍより大きいと、解像度が低下するため、十分な画質が得られなく
なり、近年の高画質要求を満たすことが困難となる場合がある。
【０１１６】
　また、本発明のトナーは、下記の方法により測定される粒度分布を分割された粒度範囲
（チャンネル）に対し、体積、数、それぞれに小径側から累積分布を描き、累積１６％と
なる粒径を体積Ｄ１６％、累積５０％となる粒径を体積Ｄ５０％累積８４％となる粒径を
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体積Ｄ８４％と定義したときに、（Ｄ８４％／Ｄ１６％）１／２より算出される体積平均
粒度分布指標（ＧＳＤｖ）は、１．１５～１．３０であることが好ましく、１．１５～１
．２５であることがより好ましい。
【０１１７】
　なお、上記体積平均粒子径等の測定は、マルチサイザーＩＩ（ベックマン－コールター
社製）を用いて、５０μｍのアパーチャー径で行うことができる。この際、測定はトナー
を電解質水溶液（アイソトン水溶液）に分散させ、超音波により３０秒以上分散させた後
に行った。
【０１１８】
　また、本発明のトナーは、形状係数ＳＦ１が１１０～１４０の範囲の球状形状であるこ
とが好ましい。形状がこの範囲の球状であることにより、転写効率、画像の緻密性が向上
し、高画質な画像形成を行うことができる。
　上記形状係数ＳＦ１は１１０～１３０の範囲であることがより好ましい。
【０１１９】
　ここで上記形状係数ＳＦ１は、下記式（１）により求められる。
　　ＳＦ１＝（ＭＬ２／Ａ）×（π／４）×１００　　・・・　　式（１）
上記式（１）中、ＭＬはトナー粒子の絶対最大長、Ａはトナー粒子の投影面積を各々示す
。
【０１２０】
　前記ＳＦ１は、主に顕微鏡画像または走査型電子顕微鏡（ＳＥＭ）画像を画像解析装置
を用いて解析することによって数値化され、例えば、以下のようにして算出することがで
きる。すなわち、スライドガラス表面に散布したトナー粒子の光学顕微鏡像をビデオカメ
ラを通じてルーゼックス画像解析装置に取り込み、１００個の粒子の最大長と投影面積を
求め、上記式（１）によって計算し、その平均値を求めることにより得られる。
【０１２１】
　また、本発明のトナーは、その帯電量が絶対値で１０～７０μＣ／ｇの範囲にあるのが
望ましく、１５～５０μＣ／ｇの範囲がより好ましい。前記帯電量が、１０μＣ／ｇ未満
であると、背景部汚れが発生し易くなり、７０μＣ／ｇを越えると、画像濃度の低下が発
生し易くなる場合がある。また、３０℃、８０ＲＨ％の高温高湿度下（ＨＨ）と１０℃、
２０ＲＨ％の低温低湿度下（ＬＬ）での帯電量の比率（ＨＨ／ＬＬ）は０．５～１．５の
範囲が望ましく、０．７～１．２の範囲がより好適である。前記比率が範囲内にあると環
境に影響されることなく鮮明な画像を得ることができる。
【０１２２】
＜静電荷像現像剤＞
　本発明の静電荷像現像用トナーは、そのまま一成分現像剤として、あるいはキャリアと
から構成される二成分現像剤として用いられるが、帯電の維持性や安定性に優れる二成分
現像剤が望ましい。
【０１２３】
　キャリアとしては、樹脂で被膜されたキャリアであることが望ましく、窒素含有樹脂で
被膜されたキャリアであることがさらに好適である。該窒素含有樹脂としては、ジメチル
アミノエチルメタクリレート、ジメチルアクリルアミド、アクリロニトリル等を含むアク
リル系樹脂、ウレア、ウレタン、メラミン、グアナミン、アニリン等を含むアミノ樹脂、
またアミド樹脂、ウレタン樹脂が挙げられる。またこれらの共重合樹脂でもかまわない。
キャリアの被膜樹脂としては、前記窒素含有樹脂の中から２種以上を組み合わせて使用し
てもよい。また前記窒素含有樹脂と窒素を含有しない樹脂とを組み合わせて使用してもよ
い。また前記窒素含有樹脂を粒子状にし、窒素を含有しない樹脂中に分散して使用しても
よい。特にウレア樹脂、ウレタン樹脂、メラミン樹脂、アミド樹脂は負帯電性が高く、ま
た樹脂硬度が高いため、被膜樹脂の剥がれなどによる帯電量の低下を効果的に抑制するこ
とができる。
【０１２４】
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　一般に、キャリアは適度な電気抵抗値を有することが必要であり、具体的には１０9～
１０14Ωｃｍ程度の電気抵抗値が求められている。例えば鉄粉キャリアのように電気抵抗
値が１０6Ωｃｍと低い場合には、スリーブからの電荷注入によりキャリアが感光体の画
像部へ付着したり、潜像電荷がキャリアを介して逃げ、潜像の乱れや画像の欠損等を生じ
たりする等の問題が生じる場合がある。一方、絶縁性（体積抵抗率が１０１４Ωｃｍ以上
）の樹脂を厚く被覆してしまうと電気抵抗値が高くなりすぎ、キャリア電荷がリークしに
くくなり、その結果エッジの効いた画像にはなるが、反面大面積の画像面では中央部の画
像濃度が非常に薄くなるというエッジ効果という問題が生じる場合がある。そのためキャ
リアの抵抗調整のために樹脂被覆層中に導電性粉末を分散させることが望ましい。
【０１２５】
　導電性粉末の具体例としては、金、銀、銅等の金属；カーボンブラック；酸化チタン、
酸化亜鉛等の半導電性酸化物；酸化チタン、酸化亜鉛、硫酸バリウム、ホウ酸アルミニウ
ム、チタン酸カリウム粉末等の表面を酸化スズやカーボンブラック、金属で覆ったもの；
等が挙げられる。この中でも製造安定性、コスト、導電性の良さからカーボンブラックが
好ましい。
【０１２６】
　上記樹脂被覆層を、キャリア芯材の表面に形成する方法としては、例えば、キャリア芯
材の粉末を被膜層形成用溶液中に浸漬する浸漬法、被膜層形成用溶液をキャリア芯材の表
面に噴霧するスプレー法、キャリア芯材を流動エアーにより浮遊させた状態で被膜層形成
用溶液を噴霧する流動床法、ニーダーコーター中でキャリア芯材と被膜層形成用溶液を混
合し溶剤を除去するニーダーコーター法、被膜樹脂を粒子化し被膜樹脂の融点以上でキャ
リア芯材とニーダーコーター中で混合し冷却して被膜させるパウダーコート法が挙げられ
るが、ニーダーコーター法及びパウダーコート法が特に好ましく用いられる。上記方法に
より形成される樹脂被膜層の平均膜厚は、通常０．１～１０μｍ、より好適には０．２～
５μｍの範囲である。
【０１２７】
　キャリアに用いられる芯材（キャリア芯材）としては、特に制限はなく、鉄、鋼、ニッ
ケル、コバルト等の磁性金属、又は、フェライト、マグネタイト等の磁性酸化物、ガラス
ビーズ等が挙げられるが、磁気ブラシ法を用いる観点からは、磁性キャリアであるのが望
ましい。キャリア芯材の平均粒径としては、一般的には１０～１００μｍが好ましく、２
０～８０μｍがより好ましい。
　前記二成分現像剤におけるトナーと上記キャリアとの混合比（質量比）としては、トナ
ー：キャリア＝１：１００～３０：１００程度の範囲であり、３：１００～２０：１００
程度の範囲がより望ましい。
【０１２８】
＜画像形成装置＞
　次に、本発明の静電荷像現像用トナーを用いた本発明の画像形成装置について説明する
。
　本発明の画像形成装置は、像保持体と、該像保持体上に形成された静電荷像を現像剤に
よりトナー像として現像する現像手段と、像保持体上に形成されたトナー像を被転写体上
に転写する転写手段と、被転写体上に転写されたトナー像を定着する定着手段と、を有し
、前記現像剤として本発明の静電荷像現像剤を用いるものである。
【０１２９】
　なお、この画像形成装置において、例えば前記現像手段を含む部分が、画像形成装置本
体に対して脱着可能なカートリッジ構造（プロセスカートリッジ）であってもよく、該プ
ロセスカートリッジとしては、現像剤保持体を少なくとも備え、本発明の静電荷像現像剤
を収容する本発明のプロセスカートリッジが好適に用いられる。
　以下、本発明の画像形成装置の一例を示すが、これに限定されるわけではない。なお、
図に示す主用部を説明し、その他はその説明を省略する。
【０１３０】
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　図１は、４連タンデム方式のフルカラー画像形成装置を示す概略構成図である。図１に
示す画像形成装置は、色分解された画像データに基づくイエロー（Ｙ）、マゼンタ（Ｍ）
、シアン（Ｃ）、ブラック（Ｋ）の各色の画像を出力する電子写真方式の第１～第４の画
像形成ユニット１０Ｙ、１０Ｍ、１０Ｃ、１０Ｋ（画像形成手段）を備えている。これら
の画像形成ユニット（以下、単に「ユニット」と称する）１０Ｙ、１０Ｍ、１０Ｃ、１０
Ｋは、水平方向に互いに所定距離離間して並設されている。なお、これらユニット１０Ｙ
、１０Ｍ、１０Ｃ、１０Ｋは、画像形成装置本体に対して脱着可能なプロセスカートリッ
ジであってもよい。
【０１３１】
　各ユニット１０Ｙ、１０Ｍ、１０Ｃ、１０Ｋの図面における上方には、各ユニットを通
して中間転写体としての中間転写ベルト２０が延設されている。中間転写ベルト２０は、
図における左から右方向に互いに離間して配置された駆動ローラ２２および中間転写ベル
ト２０内面に接する支持ローラ２４に巻回されて設けられ、第１ユニット１０Ｙから第４
ユニット１０Ｋに向う方向に走行されるようになっている。尚、支持ローラ２４は、図示
しないバネ等により駆動ローラ２２から離れる方向に付勢されており、両者に巻回された
中間転写ベルト２０に所定の張力が与えられている。また、中間転写ベルト２０の像保持
体側面には、駆動ローラ２２と対向して中間転写体クリーニング装置３０が備えられてい
る。
　また、各ユニット１０Ｙ、１０Ｍ、１０Ｃ、１０Ｋの現像装置（現像手段）４Ｙ、４Ｍ
、４Ｃ、４Ｋのそれぞれには、トナーカートリッジ８Ｙ、８Ｍ、８Ｃ、８Ｋに収容された
イエロー、マゼンタ、シアン、ブラックの４色のトナーが供給可能である。
【０１３２】
　上述した第１～第４ユニット１０Ｙ、１０Ｍ、１０Ｃ、１０Ｋは、同等の構成を有して
いるため、ここでは中間転写ベルト走行方向の上流側に配設されたイエロー画像を形成す
る第１ユニット１０Ｙについて代表して説明する。尚、第１ユニット１０Ｙと同等の部分
に、イエロー（Ｙ）の代わりに、マゼンタ（Ｍ）、シアン（Ｃ）、ブラック（Ｋ）を付し
た参照符号を付すことにより、第２～第４ユニット１０Ｍ、１０Ｃ、１０Ｋの説明を省略
する。
【０１３３】
　第１ユニット１０Ｙは、像保持体として作用する感光体１Ｙを有している。感光体１Ｙ
の周囲には、感光体１Ｙの表面を所定の電位に帯電させる帯電ローラ２Ｙ、帯電された表
面を色分解された画像信号に基づくレーザ光線３Ｙよって露光して静電荷像を形成する露
光装置３、静電荷像に帯電したトナーを供給して静電荷像を現像する現像装置（現像手段
）４Ｙ、現像したトナー像を中間転写ベルト２０上に転写する１次転写ローラ５Ｙ（１次
転写手段）、および１次転写後に感光体１Ｙの表面に残存するトナーを除去する感光体ク
リーニング装置（クリーニング手段）６Ｙが順に配設されている。
　尚、１次転写ローラ５Ｙは、中間転写ベルト２０の内側に配置され、感光体１Ｙに対向
した位置に設けられている。更に、各１次転写ローラ５Ｙ、５Ｍ、５Ｃ、５Ｋには、１次
転写バイアスを印加するバイアス電源（図示せず）がそれぞれ接続されている。各バイア
ス電源は、図示しない制御部による制御によって、各１次転写ローラに印加する転写バイ
アスを可変する。
【０１３４】
　以下、第１ユニット１０Ｙにおいてイエロー画像を形成する動作について説明する。ま
ず、動作に先立って、帯電ローラ２Ｙによって感光体１Ｙの表面が－６００Ｖ～－８００
Ｖ程度の電位に帯電される。
　感光体１Ｙは、導電性（２０℃における体積抵抗率：１×１０－６Ωｃｍ以下）の基体
上に感光層を積層して形成されている。この感光層は、通常は高抵抗（一般の樹脂程度の
抵抗）であるが、レーザ光線３Ｙが照射されると、レーザ光線が照射された部分の比抵抗
が変化する性質を持っている。そこで、帯電した感光体１Ｙの表面に、図示しない制御部
から送られてくるイエロー用の画像データに従って、露光装置３を介してレーザ光線３Ｙ
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を出力する。レーザ光線３Ｙは、感光体１Ｙの表面の感光層に照射され、それにより、イ
エロー印字パターンの静電荷像が感光体１Ｙの表面に形成される。
【０１３５】
　静電荷像とは、帯電によって感光体１Ｙの表面に形成される像であり、レーザ光線３Ｙ
によって、感光層の被照射部分の比抵抗が低下し、感光体１Ｙの表面の帯電した電荷が流
れ、一方、レーザ光線３Ｙが照射されなかった部分の電荷が残留することによって形成さ
れる、いわゆるネガ潜像である。
　このようにして感光体１Ｙ上に形成された静電荷像は、感光体１Ｙの走行に従って所定
の現像位置まで回転される。そして、この現像位置で、感光体１Ｙ上の静電荷像が、現像
装置４Ｙによって可視像（現像像）化される。
【０１３６】
　現像装置４Ｙ内には、例えば、少なくともイエロー着色剤と結晶性樹脂及び非結晶性樹
脂とを含む体積平均粒径が７μｍのイエロートナーが収容されている。イエロートナーは
、現像装置４Ｙの内部で攪拌されることで摩擦帯電し、感光体１Ｙ上に帯電した帯電荷と
同極性（負極性）の電荷を有して現像剤ロール（現像剤保持体）上に保持されている。そ
して感光体１Ｙの表面が現像装置４Ｙを通過していくことにより、感光体１Ｙ表面上の除
電された潜像部にイエロートナーが静電的に付着し、潜像がイエロートナーによって現像
される。イエローのトナー像が形成された感光体１Ｙは、引続き所定速度で走行され、感
光体１Ｙ上に現像されたトナー像が所定の１次転写位置へ搬送される。
【０１３７】
　感光体１Ｙ上のイエロートナー像が１次転写へ搬送されると、１次転写ローラ５Ｙに所
定の１次転写バイアスが印加され、感光体１Ｙから１次転写ローラ５Ｙに向う静電気力が
トナー像に作用され、感光体１Ｙ上のトナー像が中間転写ベルト２０上に転写される。こ
のとき印加される転写バイアスは、トナーの極性（－）と逆極性の（＋）極性であり、例
えば第１ユニット１０Ｙでは制御部に（図示せず）よって＋１０μＡ程度に制御されてい
る。
　一方、感光体１Ｙ上に残留したトナーはクリーニング装置６Ｙで除去されて回収される
。
【０１３８】
　また、第２ユニット１０Ｍ以降の１次転写ローラ５Ｍ、５Ｃ、５Ｋに印加される１次転
写バイアスも、第１ユニットに準じて制御されている。
　こうして、第１ユニット１０Ｙにてイエロートナー像の転写された中間転写ベルト２０
は、第２～第４ユニット１０Ｍ、１０Ｃ、１０Ｋを通して順次搬送され、各色のトナー像
が重ねられて多重転写される。
【０１３９】
　第１～第４ユニットを通して４色のトナー像が多重転写された中間転写ベルト２０は、
中間転写ベルト２０と中間転写ベルト２０内面に接する支持ローラ２４と中間転写ベルト
２０の像保持面側に配置された２次転写ローラ（２次転写手段）２６とから構成された２
次転写部へと至る。一方、記録紙（被転写体）Ｐが供給機構を介して２次転写ローラ２６
と中間転写ベルト２０とが圧接されている隙間に所定のタイミングで給紙され、所定の２
次転写バイアスが支持ローラ２４に印加される。このとき印加される転写バイアスは、ト
ナーの極性（－）と同極性の（－）極性であり、中間転写ベルト２０から記録紙Ｐに向う
静電気力がトナー像に作用され、中間転写ベルト２０上のトナー像が記録紙Ｐ上に転写さ
れる。尚、この際の２次転写バイアスは２次転写部の抵抗を検出する抵抗検出手段（図示
せず）により検出された抵抗に応じて決定されるものであり、電圧制御されている。
【０１４０】
　この後、記録紙Ｐは定着装置（定着手段）２８へと送り込まれトナー像が加熱され、色
重ねしたトナー像が溶融されて、記録紙Ｐ上へ定着される。カラー画像の定着が完了した
記録紙Ｐは、排出部へ向けて搬出され、一連のカラー画像形成動作が終了される。
　なお、上記例示した画像形成装置は、中間転写ベルト２０を介してトナー像を記録紙Ｐ
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に転写する構成となっているが、この構成に限定されるものではなく、感光体から直接ト
ナー像が記録紙に転写される構造であってもよい。
【０１４１】
＜プロセスカートリッジ、トナーカートリッジ＞
　図２は、本発明の静電荷像現像剤を収容するプロセスカートリッジの好適な一例を示す
概略構成図である。プロセスカートリッジ２００は、感光体１０７とともに、帯電ローラ
１０８、現像装置１１１、感光体クリーニング装置（クリーニング手段）１１３、露光の
ための開口部１１８、及び、除電露光のための開口部１１７を取り付けレール１１６を用
いて組み合わせ、そして一体化したものである。
　そして、このプロセスカートリッジ２００は、転写装置１１２と、定着装置１１５と、
図示しない他の構成部分とから構成される画像形成装置本体に対して着脱自在としたもの
であり、画像形成装置本体とともに画像形成装置を構成するものである。なお、３００は
記録紙である。
【０１４２】
　図２で示すプロセスカートリッジでは、帯電装置１０８、現像装置１１１、クリーニン
グ装置（クリーニング手段）１１３、露光のための開口部１１８、及び、除電露光のため
の開口部１１７を備えているが、これら装置は選択的に組み合わせることが可能である。
本発明のプロセスカートリッジでは、感光体１０７のほかには、帯電装置１０８、現像装
置１１１、クリーニング装置（クリーニング手段）１１３、露光のための開口部１１８、
及び、除電露光のための開口部１１７から構成される群から選択される少なくとも１種を
備える。
【０１４３】
　次に、本発明のトナーカートリッジについて説明する。本発明のトナーカートリッジは
、画像形成装置に着脱可能に装着され、少なくとも、前記画像形成装置内に設けられた現
像手段に供給するためのトナーを収めるトナーカートリッジにおいて、前記トナーが既述
した本発明のトナーであることを特徴とする。なお、本発明のトナーカートリッジには少
なくともトナーが収容されればよく、画像形成装置の機構によっては、例えば現像剤が収
められてもよい。
【０１４４】
　従って、トナーカートリッジの着脱が可能な構成を有する画像形成装置においては、本
発明のトナーを収めたトナーカートリッジを利用することにより、特に容器が小型化され
たトナーカートリッジにおいても保存性を保つことができ、高画質を維持しつつ低温定着
化を図ることが可能となる。
【０１４５】
　なお、図１に示す画像形成装置は、トナーカートリッジ８Ｙ、８Ｍ、８Ｃ、８Ｋの着脱
が可能な構成を有する画像形成装置であり、現像装置４Ｙ、４Ｍ、４Ｃ、４Ｋは、各々の
現像装置（色）に対応したトナーカートリッジと、図示しないトナー供給管で接続されて
いる。また、トナーカートリッジ内に収納されているトナーが少なくなった場合には、こ
のトナーカートリッジを交換することができる。
【実施例】
【０１４６】
　以下、実施例及び比較例を挙げ、本発明を具体的に説明するが、本発明はそれらに限定
されるものではない。
　本実施例においては、トナーは以下の如き方法にて得られる。即ち、まず下記の樹脂分
散液、着色剤分散液、離型剤分散液をそれぞれ調製する。次いで、これらを所定量混合攪
拌しながら、これに金属塩凝集剤を添加し、イオン的に中和させ上記各粒子の凝集粒子を
形成せしめる。所望のトナー粒子径到達前に樹脂粒子を追添加し、トナー粒子径を得る。
その後、無機水酸化物で系内のｐＨを弱酸性から中性の範囲に調製後、当該樹脂粒子のガ
ラス転移温度以上（または融点以上）に加熱し、合一融合せしめる。反応終了後、十分な
洗浄・固液分離・乾燥の工程を経て所望のトナー粒子を得る。以下、上記に沿って説明す
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る。
【０１４７】
＜各種特性の測定方法＞
　まず、実施例、比較例で用いたトナー等の物性測定方法について説明する。
（樹脂の分子量、分子量分布測定方法）
　本発明において、結晶性ポリエステル樹脂等の分子量、分子量分布は、ＧＰＣにより「
ＨＬＣ－８１２０ＧＰＣ、ＳＣ－８０２０（東ソー（株）社製）装置」を用い、前述の条
件により測定した。
【０１４８】
（樹脂粒子、着色剤粒子等の体積平均粒径）
　樹脂粒子、着色剤粒子等の体積平均粒子径は、レーザー回析式粒度分布測定装置（堀場
製作所製、ＬＡ－７００）で測定した。
【０１４９】
（樹脂の融点、ガラス転移温度の測定方法）
　結晶性樹脂の融点、非結晶性樹脂のガラス転移点（Ｔｇ）は、ＡＳＴＭＤ３４１８－８
に準拠して、示差走査熱量計（マックサイエンス社製：ＤＳＣ３１１０、熱分析システム
００１）を用い、前述の条件により測定した。なお、融点は吸熱ピークのピーク温度とし
、ガラス転移点は階段状の吸熱量変化における中間点の温度とした。
【０１５０】
（樹脂の酸価）
　樹脂を２ｇ秤量し、アセトン－トルエン１６０ｍｌに溶解、または溶解性の不十分なも
のについては加熱溶解したのち、この試料を用いＪＩＳ Ｋ００７０－１９９２の電位差
滴定法により、酸価を測定した。
【０１５１】
＜各分散液の調製＞
（非晶性ポリエステル樹脂分散液（１））
・ビスフェノールＡエチレンオキサイド２モル付加物：６０モル％
・ビスフェノールＡプロピレンオキサイド２モル付加物：４０モル％
・テレフタル酸ジメチルエステル：６５モル％
・ドデセニルコハク酸：３０モル％
・トリメリット酸：５モル％
（上記において、アルコール成分及び酸成分を各々１００モル％とした。以下もこれに準
ずる。）
　攪拌装置、窒素導入管、温度センサー、精留塔を備えた内容量５リットルのフラスコに
上記組成比のモノマーを仕込み、１時間を要して温度を１９０℃まで上げ、反応系内がば
らつきなく攪拌されていることを確認した後、ジブチル錫オキサイドの１．０質量％を投
入した。さらに生成する水を留去しながら同温度から６時間を要して２４０℃まで温度を
上げ、２４０℃でさらに２時間脱水縮合反応を継続し、ガラス転移点が５８℃、酸価が１
５．０ｍＫＯＨ／ｇ、重量平均分子量４００００、数平均分子量６５００である分岐状の
非晶性ポリエステル樹脂（１）を得た。
【０１５２】
　５Ｌのセパラブルフラスコに、樹脂を溶解しうる相当量の酢酸エチルとイソプロピルア
ルコールとの混合溶剤を投入し、これに上記樹脂を徐々に投入して、スリーワンモーター
で攪拌を施し、溶解させて油相を得た。この攪拌されている油相に希アンモニア水溶液を
適量滴下し、更にイオン交換水に滴下して転相乳化させ、更にエバポレータで減圧しなが
ら脱溶剤を実施し、非晶性ポリエステル樹脂分散液（１）を得た。この分散液における樹
脂粒子の体積平均粒径は、０．１５μｍであった（樹脂粒子濃度はイオン交換水で調整し
て３０質量％とした）。
【０１５３】
（非晶性ポリエステル樹脂分散液（２））
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・ビスフェノールＡエチレンオキサイド２モル付加物：５０モル％
・ビスフェノールＡプロピレンオキサイド２モル付加物：５０モル％
・テレフタル酸：７５モル％
・ドデセニルコハク酸：２０モル％
・トリメリット酸：５モル％
　攪拌装置、窒素導入管、温度センサー、精留塔を備えた内容量５リットルのフラスコに
上記組成比のモノマーを仕込み、１時間を要して温度を１９０℃まで上げ、反応系内がば
らつきなく攪拌されていることを確認した後、ジブチル錫オキサイドの１．０質量％を投
入した。さらに生成する水を留去しながら同温度から６時間を要して２４０℃まで温度を
上げ、２４０℃でさらに２時間脱水縮合反応を継続し、ガラス転移点が５４℃、酸価が１
４．５ｍｇＫＯＨ／ｇ、重量平均分子量が２８０００、数平均分子量が６０００である分
岐状の非晶性ポリエステル樹脂（２）を得た。
【０１５４】
　５Ｌのセパラブルフラスコに、樹脂を溶解しうる相当量の酢酸エチルとイソプロピルア
ルコールとの混合溶剤を投入し、これに上記樹脂を徐々に投入して、スリーワンモーター
で攪拌を施し、溶解させて油相を得た。この攪拌されている油相に希アンモニア水溶液を
適量滴下し、更にイオン交換水に滴下して転相乳化させ、更にエバポレータで減圧しなが
ら脱溶剤を実施し、非晶性ポリエステル樹脂分散液（２）を得た。この分散液における樹
脂粒子の体積平均粒径は、０．１６μｍであった（樹脂粒子濃度はイオン交換水で調整し
て３０質量％とした）。
【０１５５】
（非晶性ポリエステル樹脂分散液（３））
・ビスフェノールＡエチレンオキサイド２モル付加物：７０モル％
・ビスフェノールＡプロピレンオキサイド２モル付加物：３０モル％
・テレフタル酸：９５モル％
・トリメリット酸：５モル％
　攪拌装置、窒素導入管、温度センサー、精留塔を備えた内容量５リットルのフラスコに
上記のモノマーを仕込み、１時間を要して温度を１９０℃まで上げ、反応系内がばらつき
なく攪拌されていることを確認した後、ジブチル錫オキサイドの１．０質量％を投入した
。さらに生成する水を留去しながら同温度から６時間を要して２４０℃まで温度を上げ、
２４０℃でさらに２時間脱水縮合反応を継続し、ガラス転移点が６０℃、酸価が２０ｍｇ
ＫＯＨ／ｇ、重量平均分子量が３００００、数平均分子量が５５００である分岐状の非晶
性ポリエステル樹脂（３）を得た。
【０１５６】
　５Ｌのセパラブルフラスコに、樹脂を溶解しうる相当量の酢酸エチルとイソプロピルア
ルコールとの混合溶剤を投入し、これに上記樹脂を徐々に投入して、スリーワンモーター
で攪拌を施し、溶解させて油相を得た。この攪拌されている油相に希アンモニア水溶液を
適量滴下し、更にイオン交換水に滴下して転相乳化させ、更にエバポレータで減圧しなが
ら脱溶剤を実施し、非晶性ポリエステル樹脂分散液（３）を得た。この分散液における樹
脂粒子の体積平均粒径は、０．１４μｍであった（樹脂粒子濃度はイオン交換水で調整し
て３０質量％とした）。
【０１５７】
（非晶性ポリエステル樹脂分散液（４））
・ビスフェノールＡエチレンオキサイド２モル付加物：３０モル％
・ビスフェノールＡプロピレンオキサイド２モル付加物：７０モル％
・テレフタル酸：５５モル％
・ドデセニルコハク酸：４０モル％
・トリメリット酸：５モル
　攪拌装置、窒素導入管、温度センサー、精留塔を備えた内容量５リットルのフラスコに
上記組成比のモノマーを仕込み、１時間を要して温度を１９０℃まで上げ、反応系内がば
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らつきなく攪拌されていることを確認した後、ジブチル錫オキサイドの１．０質量％を投
入した。さらに生成する水を留去しながら同温度から６時間を要して２４０℃まで温度を
上げ、２４０℃でさらに２時間脱水縮合反応を継続し、ガラス転移点が４８℃、酸価が１
２．０ｍｇＫＯＨ／ｇ、重量平均分子量が３５０００、数平均分子量が６２００である分
岐状の非晶性ポリエステル樹脂（４）を得た。
【０１５８】
　５Ｌのセパラブルフラスコに、樹脂を溶解しうる相当量酢酸エチルとイソプロピルアル
コールとの混合溶剤を投入し、これに上記樹脂を徐々に投入して、スリーワンモーターで
攪拌を施し、溶解させて油相を得た。この攪拌されている油相に希アンモニア水溶液を適
量滴下し、更にイオン交換水に滴下して転相乳化させ、更にエバポレータで減圧しながら
脱溶剤を実施し、非晶性ポリエステル樹脂分散液（４）を得た。この分散液における樹脂
粒子の体積平均粒径は、０．１７μｍであった（樹脂粒子濃度はイオン交換水で調整して
３０質量％とした）。
【０１５９】
（非晶性ポリエステル樹脂分散液（５））
・ビスフェノールＡエチレンオキサイド２モル付加物：７０モル％
・ビスフェノールＡプロピレンオキサイド２モル付加物：３０モル％
・テレフタル酸：７５モル％
・ｎ－ブチルコハク酸：２０モル％
・トリメリット酸:５モル％ 
　攪拌装置、窒素導入管、温度センサー、精留塔を備えた内容量５リットルのフラスコに
上記のモノマーを仕込み、１時間を要して温度を１９０℃まで上げ、反応系内がばらつき
なく攪拌されていることを確認した後、ジブチル錫オキサイドの１．０質量％を投入した
。さらに生成する水を留去しながら同温度から６時間を要して２４０℃まで温度を上げ、
２４０℃でさらに２時間脱水縮合反応を継続し、ガラス転移点が６３℃、酸価が１６ｍｇ
ＫＯＨ／ｇ、重量平均分子量が２５０００、数平均分子量が４５００である分岐状の非晶
性ポリエステル樹脂（５）を得た。
【０１６０】
　５Ｌのセパラブルフラスコに樹脂を溶解しうる相当量酢酸エチルとイソプロピルアルコ
ール混合溶剤を投入し、これに上記樹脂を徐々に投入して、スリーワンモーターで攪拌を
施し、溶解させて油相を得た。この攪拌されている油相に希アンモニア水溶液を適量滴下
し、更にイオン交換水に滴下して転相乳化させ、更にエバポレータで減圧しながら脱溶剤
を実施し、非晶性ポリエステル樹脂分散液（５）を得た。この分散液における樹脂粒子の
体積平均粒径は、０．１５μｍであった（樹脂粒子濃度はイオン交換水で調整して３０質
量％とした）
【０１６１】
（非晶性ポリエステル樹脂分散液（６））
・ビスフェノールＡエチレンオキサイド２モル付加物：５０モル％
・ビスフェノールＡプロピレンオキサイド２モル付加物：５０モル％
・テレフタル酸：６５モル％
・ｎ－オクテニルコハク酸：２０モル％
・フマル酸：１０モル％
・トリメリット酸：５モル％
　攪拌装置、窒素導入管、温度センサー、精留塔を備えた内容量５リットルのフラスコに
上記組成比のモノマーを仕込み、１時間を要して温度を１９０℃まで上げ、反応系内がば
らつきなく攪拌されていることを確認した後、ジブチル錫オキサイドの１．０質量％を投
入した。さらに生成する水を留去しながら同温度から６時間を要して２４０℃まで温度を
上げ、２４０℃でさらに２時間脱水縮合反応を継続し、ガラス転移点が６２℃、酸価が１
５ｍｇＫＯＨ／ｇ、重量平均分子量が４５０００、数平均分子量が７０００である分岐状
の非晶性ポリエステル樹脂（６）を得た。
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【０１６２】
　５Ｌのセパラブルフラスコに、樹脂を溶解しうる相当量酢酸エチルとイソプロピルアル
コールとの混合溶剤を投入し、これに上記樹脂を徐々に投入して、スリーワンモーターで
攪拌を施し、溶解させて油相を得た。この攪拌されている油相に希アンモニア水溶液を適
量滴下し、更にイオン交換水に滴下して転相乳化させ、更にエバポレータで減圧しながら
脱溶剤を実施し、非晶性ポリエステル樹脂分散液（６）を得た。この分散液における樹脂
粒子の体積平均粒径は、０．１８μｍであった（樹脂粒子濃度はイオン交換水で調整して
３０質量％とした）。
【０１６３】
（非晶性ポリエステル樹脂分散液（７））
・ビスフェノールＡエチレンオキサイド２モル付加物：６０モル％
・ビスフェノールＡプロピレンオキサイド２モル付加物：４０モル％
・ テレフタル酸：６５モル％
・ドデセニルコハク酸：３０モル％
・トリメリット酸：５モル％
　攪拌装置、窒素導入管、温度センサー、精留塔を備えた内容量５リットルのフラスコに
上記組成比のモノマーを仕込み、１時間を要して温度を１９０℃まで上げ、反応系内がば
らつきなく攪拌されていることを確認した後、ジブチル錫オキサイドの１．０質量％を投
入した。さらに生成する水を留去しながら同温度から６時間を要して２４０℃まで温度を
上げ、２４０℃でさらに3時間脱水縮合反応を継続し、ガラス転移点が６４℃、酸価が１
１ｍｇＫＯＨ／ｇ、重量平均分子量が８００００、数平均分子量が１０５００である分岐
状の非晶性ポリエステル樹脂（７）を得た。
【０１６４】
　５Ｌのセパラブルフラスコに、樹脂を溶解しうる相当量酢酸エチルとイソプロピルアル
コールとの混合溶剤を投入し、これに上記樹脂を徐々に投入して、スリーワンモーターで
攪拌を施し、溶解させて油相を得た。この攪拌されている油相に希アンモニア水溶液を適
量滴下し、更にイオン交換水に滴下して転相乳化させ、更にエバポレータで減圧しながら
脱溶剤を実施し、非晶性ポリエステル樹脂分散液（７）を得た。この分散液における樹脂
粒子の体積平均粒径は、０．２０μｍであった（樹脂粒子濃度はイオン交換水で調整して
３０質量％とした）。
【０１６５】
（非晶性ポリエステル樹脂分散液（８））
・ビスフェノールＡエチレンオキサイド２モル付加物：５０モル％
・ビスフェノールＡプロピレンオキサイド２モル付加物：５０モル％
・テレフタル酸：７０モル％
・ドデセニルコハク酸：２５モル％
・トリメリット酸：５モル％
　攪拌装置、窒素導入管、温度センサー、精留塔を備えた内容量５リットルのフラスコに
上記組成比のモノマーを仕込み、１時間を要して温度を１９０℃まで上げ、反応系内がば
らつきなく攪拌されていることを確認した後、ジブチル錫オキサイドの１．０質量％を投
入した。さらに生成する水を留去しながら同温度から６時間を要して２４０℃まで温度を
上げ、２４０℃でさらに２時間脱水縮合反応を継続し、ガラス転移点が６６℃、酸価が１
０ｍｇＫＯＨ／ｇ、重量平均分子量が２００００、数平均分子量が５８００である分岐状
の非晶性ポリエステル樹脂（８）を得た。
【０１６６】
　５Ｌのセパラブルフラスコに、樹脂を溶解しうる相当量酢酸エチルとイソプロピルアル
コールとの混合溶剤を投入し、これに上記樹脂を徐々に投入して、スリーワンモーターで
攪拌を施し、溶解させて油相を得た。この攪拌されている油相に希アンモニア水溶液を適
量滴下し、更にイオン交換水に滴下して転相乳化させ、更にエバポレータで減圧しながら
脱溶剤を実施し、非晶性ポリエステル樹脂分散液（８）を得た。この分散液における樹脂
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粒子の体積平均粒径は、０．１２μｍであった（樹脂粒子濃度はイオン交換水で調整して
３０質量％とした）。
【０１６７】
（非晶性ポリエステル樹脂分散液（９））
・ビスフェノールＡエチレンオキサイド２モル付加物：１５モル％
・ビスフェノールＡプロピレンオキサイド２モル付加物：８５モル％
・テレフタル酸：５０モル％
・フマル酸：３０モル％
・ドデセニルコハク酸：２０モル％
　攪拌装置、窒素導入管、温度センサー、精留塔を備えた内容量５リットルのフラスコに
上記組成比のモノマーを仕込み、１時間を要して温度を１９０℃まで上げ、反応系内がば
らつきなく攪拌されていることを確認した後、ジブチル錫オキサイドの１．０質量％を投
入した。さらに生成する水を留去しながら同温度から６時間を要して２４０℃まで温度を
上げ、２４０℃でさらに２時間脱水縮合反応を継続し、ガラス転移点が５８℃、酸価が１
６ｍｇＫＯＨ／ｇ、重量平均分子量が１５０００、数平均分子量が５５００である直鎖状
の非晶性ポリエステル樹脂（９）を得た。
【０１６８】
　５Ｌのセパラブルフラスコに、樹脂を溶解しうる相当量酢酸エチルとイソプロピルアル
コール混合溶剤を投入し、これに上記樹脂を徐々に投入して、スリーワンモーターで攪拌
を施し、溶解させて油相を得た。この攪拌されている油相に希アンモニア水溶液を適量滴
下し、更にイオン交換水に滴下して転相乳化させ、更にエバポレータで減圧しながら脱溶
剤を実施し、非晶性ポリエステル樹脂分散液（９）を得た。この分散液における樹脂粒子
の体積平均粒径は、０．１６μｍであった（樹脂粒子濃度はイオン交換水で調整して３０
質量0％とした）。
【０１６９】
（非晶性ポリエステル樹脂分散液（１０））
・ビスフェノールＡエチレンオキサイド２モル付加物：１５モル％
・ビスフェノールＡプロピレンオキサイド２モル付加物：８５モル％
・テレフタル酸：６０モル％
・フマル酸：３０モル％
・ドデセニルコハク酸：１０モル％
　攪拌装置、窒素導入管、温度センサー、精留塔を備えた内容量５リットルのフラスコに
上記組成比のモノマーを仕込み、１時間を要して温度を１９０℃まで上げ、反応系内がば
らつきなく攪拌されていることを確認した後、ジブチル錫オキサイドの１．０質量％を投
入した。さらに生成する水を留去しながら同温度から６時間を要して２４０℃まで温度を
上げ、２４０℃でさらに２時間脱水縮合反応を継続し、ガラス転移点が６０℃、酸価が１
０ｍｇＫＯＨ／ｇ、重量平均分子量が１４０００、数平均分子量が５０００である直鎖状
の非晶性ポリエステル樹脂（１０）を得た。
【０１７０】
　５Ｌのセパラブルフラスコに、樹脂を溶解しうる相当量酢酸エチルとイソプロピルアル
コールとの混合溶剤を投入し、これに上記樹脂を徐々に投入して、スリーワンモーターで
攪拌を施し、溶解させて油相を得た。この攪拌されている油相に希アンモニア水溶液を適
量滴下し、更にイオン交換水に滴下して転相乳化させ、更にエバポレータで減圧しながら
脱溶剤を実施し、非晶性ポリエステル樹脂分散液（１０）を得た。この分散液における樹
脂粒子の体積平均粒径は、０．１５μｍであった（樹脂粒子濃度はイオン交換水で調整し
て３０質量％とした）。
【０１７１】
（非晶性ポリエステル樹脂分散液（１１））
・ビスフェノールＡエチレンオキサイド２モル付加物：１５モル％
・ビスフェノールＡプロピレンオキサイド２モル付加物：８５モル％
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・テレフタル酸：３０モル％
・フマル酸：７０モル％
　攪拌装置、窒素導入管、温度センサー、精留塔を備えた内容量５リットルのフラスコに
上記組成比のモノマーを仕込み、１時間を要して温度を１９０℃まで上げ、反応系内がば
らつきなく攪拌されていることを確認した後、ジブチル錫オキサイドの１．０質量％を投
入した。さらに生成する水を留去しながら同温度から６時間を要して２４０℃まで温度を
上げ、２４０℃でさらに２時間脱水縮合反応を継続し、ガラス転移点が６１℃、酸価が１
２ｍｇＫＯＨ／ｇ、重量平均分子量が１２０００、数平均分子量が４５００である直鎖状
の非晶性ポリエステル樹脂（１１）を得た。
【０１７２】
　５Ｌのセパラブルフラスコに、樹脂を溶解しうる相当量酢酸エチルとイソプロピルアル
コールとの混合溶剤を投入し、これに上記樹脂を徐々に投入して、スリーワンモーターで
攪拌を施し、溶解させて油相を得た。この攪拌されている油相に希アンモニア水溶液を適
量滴下し、更にイオン交換水に滴下して転相乳化させ、更にエバポレータで減圧しながら
脱溶剤を実施し、非晶性ポリエステル樹脂分散液（１１）を得た。この分散液における樹
脂粒子の体積平均粒径は、０．１２μｍであった（樹脂粒子濃度はイオン交換水で調整し
て３０質量％とした）。
【０１７３】
（非晶性ポリエステル樹脂分散液（１２））
・ビスフェノールＡエチレンオキサイド２モル付加物：１５モル％
・ビスフェノールＡプロピレンオキサイド２モル付加物：８５モル％
・テレフタル酸：５０モル％
・フマル酸：３０モル％
・ドデセニルコハク酸:２０モル％
　攪拌装置、窒素導入管、温度センサー、精留塔を備えた内容量５リットルのフラスコに
上記組成比のモノマーを仕込み、１時間を要して温度を１９０℃まで上げ、反応系内がば
らつきなく攪拌されていることを確認した後、ジブチル錫オキサイドの１．０質量％を投
入した。さらに生成する水を留去しながら同温度から６時間を要して２４０℃まで温度を
上げ、２４０℃でさらに1.5時間脱水縮合反応を継続し、ガラス転移点が５４℃、酸価が
１８．５ｍｇＫＯＨ／ｇ、重量平均分子量が８０００、数平均分子量が３０００である直
鎖状の非晶性ポリエステル樹脂（１２）を得た。
【０１７４】
　５Ｌのセパラブルフラスコに、樹脂を溶解しうる相当量酢酸エチルとイソプロピルアル
コールとの混合溶剤を投入し、これに上記樹脂を徐々に投入して、スリーワンモーターで
攪拌を施し、溶解させて油相を得た。この攪拌されている油相に希アンモニア水溶液を適
量滴下し、更にイオン交換水に滴下して転相乳化させ、更にエバポレータで減圧しながら
脱溶剤を実施し、非晶性ポリエステル樹脂分散液（１２）を得た。この分散液における樹
脂粒子の体積平均粒径は、０．１４μｍであった（樹脂粒子濃度はイオン交換水で調整し
て３０質量％とした）。
【０１７５】
（非晶性ポリエステル樹脂分散液（１３））
・ビスフェノールＡエチレンオキサイド２モル付加物：１５モル％
・ビスフェノールＡプロピレンオキサイド２モル付加物：８５モル％
・テレフタル酸：５０モル％
・フマル酸：３０モル％
・ドデセニルコハク酸:２０モル％
　攪拌装置、窒素導入管、温度センサー、精留塔を備えた内容量５リットルのフラスコに
上記組成比のモノマーを仕込み、１時間を要して温度を１９０℃まで上げ、反応系内がば
らつきなく攪拌されていることを確認した後、ジブチル錫オキサイドの１．０質量％を投
入した。さらに生成する水を留去しながら同温度から６時間を要して２４０℃まで温度を
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上げ、２４０℃でさらに３時間脱水縮合反応を継続し、ガラス転移点が６４℃、酸価が１
５ｍｇＫＯＨ／ｇ、重量平均分子量が２２０００、数平均分子量が７０００である直鎖状
の非晶性ポリエステル樹脂（１３）を得た。
【０１７６】
　５Ｌのセパラブルフラスコに、樹脂を溶解しうる相当量酢酸エチルとイソプロピルアル
コールとの混合溶剤を投入し、これに上記樹脂を徐々に投入して、スリーワンモーターで
攪拌を施し、溶解させて油相を得た。この攪拌されている油相に希アンモニア水溶液を適
量滴下し、更にイオン交換水に滴下して転相乳化させ、更にエバポレータで減圧しながら
脱溶剤を実施し、非晶性ポリエステル樹脂分散液（１３）を得た。この分散液における樹
脂粒子の体積平均粒径は、０．１５μｍであった（樹脂粒子濃度はイオン交換水で調整し
て３０質量％とした）。
【０１７７】
（結晶性ポリエステル樹脂分散液（Ｉ））
　加熱乾燥した三口フラスコに、モノマー組成比で１，１０－デカンジカルボン酸１００
モル％と、１，９－ノナンジオール１００モル％とを投入し、触媒としてジブチル錫オキ
サイドを０．３質量％となるように入れた後、減圧操作により容器内の空気を窒素ガスに
より不活性雰囲気下とし、機械攪拌にて１８０℃で５時間攪拌・還流を行った。その後、
減圧下にて２３０℃まで徐々に昇温を行い２時間攪拌し、粘稠な状態となったところで空
冷し、反応を停止させ、結晶性ポリエステル樹脂（Ｉ）を合成した。
　得られた結晶性ポリエステル樹脂（Ｉ）の重量平均分子量は２５０００、数平均分子量
は５８００であった。また、結晶性ポリエステル樹脂(Ａ)の融点（Ｔｍ）を、前述の測定
方法により、示差走査熱量計（ＤＳＣ）を用いて測定したところ、明確な吸熱ピークを示
し、吸熱ピーク温度は７５℃であった。
【０１７８】
・結晶性ポリエステル樹脂（Ｉ）：９０質量部
・イオン性界面活性剤（ネオゲンＲＫ、第一工業製薬）：２．０質量部
・イオン交換水：２１０質量部
　以上を混合して１００℃に加熱して、ＩＫＡ製ウルトラタラックスＴ５０にて分散後、
圧力吐出型ゴーリンホモジナイザーで１１０℃に加温して分散処理を１時間行い、体積平
均粒径が０．１５μｍ、固形分量が３０質量％の結晶性ポリエステル樹脂分散液（Ｉ）を
得た。
【０１７９】
（結晶性ポリエステル樹脂分散液（II））
　加熱乾燥した三口フラスコに、モノマー組成比で１，８－セバシン酸ジメチル１００モ
ル％と、１，６－ヘキサンジオール１００モル％とを投入し、触媒としてジブチル錫オキ
サイドを０．３質量％となるように入れた後、減圧操作により容器内の空気を窒素ガスに
より不活性雰囲気下とし、機械攪拌にて１８０℃で５時間攪拌・還流を行った。その後、
減圧下にて２３０℃まで徐々に昇温を行い４時間攪拌し、粘稠な状態となったところで空
冷し、反応を停止させ、結晶性ポリエステル樹脂（II）を合成した。
　得られた結晶性ポリエステル樹脂（II）の重量平均分子量は２２０００で数平均分子量
は４４００であった。また、結晶性ポリエステル樹脂（II）の融点（Ｔｍ）を、前述の測
定方法により、示差走査熱量計（ＤＳＣ）を用いて測定したところ、明確な吸熱ピークを
示し、吸熱ピーク温度は７２℃であった。
【０１８０】
・結晶性ポリエステル樹脂（II）：９０質量部
・イオン性界面活性剤（ネオゲンＲＫ、第一工業製薬)：１．８質量部
・イオン交換水：２１０質量部
　以上を混合して１００℃に加熱して、ＩＫＡ製ウルトラタラックスＴ５０にて分散後、
圧力吐出型ゴーリンホモジナイザーで１１０℃に加温して分散処理を１時間行い、体積平
均粒径が０．１４μｍ、固形分量が３０質量％の結晶性ポリエステル樹脂分散液（II）を
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【０１８１】
（結晶性ポリエステル樹脂分散液（III））
　加熱乾燥した三口フラスコに、モノマー組成比で１，８－セバシン酸ジメチル１００モ
ル％と、エチレングリコール１００モル％とを投入し、触媒としてジブチル錫オキサイド
を０．２質量％となるように入れた後、減圧操作により容器内の空気を窒素ガスにより不
活性雰囲気下とし、機械攪拌にて１８０℃で５時間攪拌・還流を行った。その後、減圧下
にて２３０℃まで徐々に昇温を行い４時間攪拌し、粘稠な状態となったところで空冷し、
反応を停止させ、結晶性ポリエステル樹脂（III）を合成した。
　得られた結晶性ポリエステル樹脂（III）の重量平均分子量は１８０００で数平均分子
量は４０００であった。また、結晶性ポリエステル樹脂（III）の融点（Ｔｍ）を、前述
の測定方法により、示差走査熱量計（ＤＳＣ）を用いて測定したところ、明確な吸熱ピー
クを示し、吸熱ピーク温度は７０℃であった。
【０１８２】
・結晶性ポリエステル樹脂（III）：９０質量部
・イオン性界面活性剤（ネオゲンＲＫ、第一工業製薬）：２．０質量部
・イオン交換水：２１０質量部
　以上を１００℃に加熱して、ＩＫＡ製ウルトラタラックスＴ５０にて分散後、圧力吐出
型ゴーリンホモジナイザーで１１０℃に加温して分散処理を１時間行い、体積平均粒径が
０．１５μｍ、固形分量が３０質量％の結晶性ポリエステル樹脂分散液（III）を得た。
【０１８３】
（結晶性ポリエステル樹脂分散液（IV)）
　加熱乾燥した三口フラスコに、モノマー組成比でテレフタル酸ジメチルエステル１００
モル％と、１，６－ヘキサンジオール１００モル％とを投入し、触媒としてジブチル錫オ
キサイドを０．２質量％となるように入れた後、減圧操作により容器内の空気を窒素ガス
により不活性雰囲気下とし、機械攪拌にて１８０℃で５時間攪拌・還流を行った。その後
、減圧下にて２３０℃まで徐々に昇温を行い４時間攪拌し、粘稠な状態となったところで
空冷し、反応を停止させ、結晶性ポリエステル樹脂（IV）を合成した。
　得られた結晶性ポリエステル樹脂（IV）の重量平均分子量は２００００で数平均分子量
は８０００であった。また、結晶性ポリエステル樹脂（IV）の融点（Ｔｍ）を、前述の測
定方法により、示差走査熱量計（ＤＳＣ）を用いて測定したところ、明確な吸熱ピークを
示し、吸熱ピーク温度は１３５℃であった。
【０１８４】
・結晶性ポリエステル樹脂（IV）：９０質量部
・イオン性界面活性剤（ネオゲンＲＫ、第一工業製薬)：２．０質量部
・イオン交換水：２１０質量部
　以上を混合して１００℃に加熱して、ＩＫＡ製ウルトラタラックスＴ５０にて分散後、
圧力吐出型ゴーリンホモジナイザーで１１０℃に加温して分散処理を１時間行い、体積平
均粒径が０．２３μｍ、固形分量が３０質量％の結晶性ポリエステル樹脂分散液（IV）を
得た。
　以上の非晶性ポリエステル樹脂分散液、結晶性ポリエステル樹脂分散液の概要を、まと
めて表１～表３に示す
【０１８５】
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【表１】

【０１８６】
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【０１８７】
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【表３】

【０１８８】
（着色剤分散液）
　シアン顔料（大日精化社製：ＥＣＢ－３０１）２０質量部、アニオン界面活性剤（第一
工業製薬社製、ネオゲンＳＣ（有効成分として着色剤に対して１０質量％））２質量部、
及びイオン交換水７８質量部を混合し、ホモジナイザー（ＩＫＡ社製、ウルトラタラック
スＴ５０）を用いて、６０００ｒｐｍで５分間分散した後、攪拌器で１昼夜攪拌させて脱
泡し、続けて分散液を高圧衝撃式分散機アルティマイザー（スギノマシン社製、ＨＪＰ３
０００６）を用いて、圧力２４０ＭＰａで分散した。分散は２５パス相当行った。その後
イオン交換水を加えて、固形分濃度を２５質量％に調整した。得られた着色剤分散液の体
積平均粒径を測定したところ、０．１２μｍであった。
【０１８９】
（離型剤分散液）
　カルナバワックス(融点：８１℃）４０質量部、アニオン界面活性剤（第一工業製薬社
製、ネオゲンＳＣ）２質量部、イオン交換水５８質量部を混合し、ホモジナイザー（ＩＫ
Ａ社製、ウルトラタラックスＴ５０）を用いて、６０００ｒｐｍで５分間分散した後、攪
拌器で１昼夜攪拌させて脱泡し、続けて圧力吐出型ゴーリンホモジナイザーで分散処理し
、その後イオン交換水を加えて、固形分濃度を２５質量％に調整した。得られた離型剤分
散液の粒度分布を測定したところ、体積平均粒径は０．２３μｍであった。
【０１９０】
＜実施例１＞
（トナーの製造）
・イオン交換水：２８０質量部
・非晶性ポリエステル樹脂（１）分散液：１５０質量部
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・非晶性ポリエステル樹脂（９）分散液：１５０質量部
・結晶性ポリエステル樹脂（Ｉ）分散液：６７質量部
・アニオン性界面活性剤（第一工業製薬（株）、ネオゲンＲＫ、２０質量％）：２．８質
量部
　以上を、温度計、ｐＨ計、攪拌機、を具備した３リットルの反応容器に入れ、外部から
マントルヒーターで温度制御しながら、温度３０℃、攪拌回転数１５０ｒｐｍにて、３０
分間保持した。
【０１９１】
　その後、着色剤分散液６０質量部及び離型剤分散液８０質量部を投入し、５分間保持し
た。そのまま、１．０質量％硝酸水溶液を添加し、ｐＨを３．０に調整した。ホモジナイ
ザー（ＩＫＡジャパン社製：ウルトラタラクスＴ５０）で分散しながら、ポリ塩化アルミ
ニウム０．４質量部を添加後、攪拌機しながら、５０℃まで昇温し、マルチサイザーＩＩ
（アパーチャー径：５０μｍ、ベックマン－コールター社製）にて粒径を測定し、体積平
均粒径が５．５μｍとなったところで、非晶性ポリエステル樹脂分散液（１）９０質量部
及び非晶性ポリエステル樹脂分散液（９）９０質量部を投入した。投入後３０分間保持し
た後、５質量％水酸化ナトリウム水溶液を用いてｐＨを９．０にした。その後、９０℃ま
で昇温し、９０℃で３時間保持した後、冷却、ろ過、これを更にイオン交換水にて再分散
し、濾過、ろ液の電気伝導度が２０μＳ／ｃｍ以下となるまで繰り返し洗浄を行った後、
４０℃のオーブン中で５時間真空乾燥して、トナー粒子を得た。
【０１９２】
　得られたトナー粒子１００質量部に対して、疎水性シリカ（日本アエロジル社製、ＲＹ
５０）１．５質量部と疎水性酸化チタン（日本アエロジル社製、Ｔ８０５）１．０質量部
とを加え、サンプルミルを用いて１００００ｒｐｍで３０秒間混合ブレンドした。その後
、目開き４５μｍの振動篩いで篩分してトナーを得た。
【０１９３】
（静電荷像現像剤の作製）
　トルエン１４質量部にカーボンブラック０．２質量部を混合し、サンドミルで２０分攪
拌分散したカーボン分散液に、スチレン／メチルメタクリレート共重合体（共重合比：１
５／８５）２質量部を混合攪拌したコート剤樹脂溶液と、フェライト粒子（体積平均粒径
：５０μｍ）をニーダーに投入し、攪拌しながら減圧し、乾燥させることによりキャリア
を作製した。
　このキャリア１００質量部と、前記トナー８部とをＶブレンダーにて混合し、現像剤を
得た。
【０１９４】
（評価）
－トナー粒子中の結晶性ポリエステル樹脂の分散性－
　トナー粒子の断面を透過型電子顕微鏡で観察し、評価した。評価基準は以下の通りであ
る。
○：トナー粒子中に、長径がトナー粒子直径の１／２以下である結晶性ポリエステル樹脂
のドメインが均一に分散している状態。
×：長径がトナー粒子直径の１／２以上の結晶性樹脂のドメインが存在している状態、あ
るいはトナー表面に結晶性ポリエステル樹脂成分がの粒子中で観察される状態。
【０１９５】
－実機特性－
・画像光沢度
　富士ゼロックス（株）社製Docu Center Color 400改造機を用いて、富士ゼロックス社
製Ｊ紙上にソリッド部を含む未定着画像を形成し、オフライン定着ベンチを用いて定着部
材の表面温度が１４０℃から１８０℃まで２０℃間隔で定着ロールの表面温度を調節し、
前述の未定着画像を定着した。得られた画像について、ソリッド部の光沢度を村上色材社
製グロスメーターを用いて測定した。測定は、画像表面に対し４５度の角度で入射した入
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射光濃度と、１３５度における反射光濃度とを各温度について測定し、前記反射光濃度の
前記入射光濃度に対する割合を光沢度とした。光沢度としては５０％以上がカラー高画質
画像適正を有するため、好ましい。
　また、定着画像の光沢度ムラについては、ソリッド画像部の光沢度ムラを目視で評価し
た。
【０１９６】
・画像濃度
　画像濃度は、Ｘ－ｒｉｔｅ４０４濃度測定器により、前記ソリッド部の濃度を測定して
求めた。画像濃度は１．２０以上あれば実使用上大きな問題はない。
【０１９７】
・画質、カブリ
　３２℃、相対湿度７５％の環境室にて、得られた現像剤を富士ゼロックス（株）社製Do
cu Center Color 400改造機の現像器にセットし、連続５００００枚のプリントアウトを
行い、得られた画像の背景部のカブリ及び文字画像のシャープ度を評価した。カブリの評
価は非画像部を目視観察を行い、Ｇ１（カブリ無し）からＧ５（カブリ有り）までのグレ
ード付けを行った。通常Ｇ２以上であれば画質上の問題は無いと判断できる。また、文字
画像のシャープ度は大きさの異なる和文文字の目視による判読性から評価を行っている。
　評価基準は以下の通りである。
○：４ポイント和文文字が判読可能、カブリはＧ２以上　
△：６ポイント和文文字が判読可能、カブリはＧ２以上
×：６ポイント和文文字の判読困難あるいは判読可能、あるいはカブリがＧ３以下
　以上の評価結果をまとめて表４に示す
【０１９８】
＜実施例２＞
（トナーの製造）
・イオン交換水：２８０質量部
・非晶性ポリエステル樹脂分散液（１）：１５０質量部
・非晶性ポリエステル樹脂分散液（９）：１５０質量部
・結晶性ポリエステル樹脂分散液（II）：６７質量部
・アニオン性界面活性剤（第一工業製薬（株）、ネオゲンＲＫ、２０質量％）：２．８質
量部
　以上を、温度計、ｐＨ計、攪拌機、を具備した３リットルの反応容器に入れ、外部から
マントルヒーターで温度制御しながら、温度３０℃、攪拌回転数１５０ｒｐｍにて、３０
分間保持した。
【０１９９】
　その後、着色剤分散液６０質量部及び離型剤分散液８０質量部を投入し、５分間保持し
た。そのまま、１．０質量％硝酸水溶液を添加し、ｐＨを３．０に調整した。ホモジナイ
ザー（ＩＫＡジャパン社製：ウルトラタラクスＴ５０）で分散しながら、ポリ塩化アルミ
ニウム０．４質量部を添加後、攪拌機しながら、５０℃まで昇温し、マルチサイザーＩＩ
（アパーチャー径：５０μｍ、ベックマン－コールター社製）にて粒径を測定し、体積平
均粒径が５．５μｍとなったところで、非晶性ポリエステル樹脂分散液（１）９０質量部
及び非晶性ポリエステル樹脂分散液（９）９０質量部を投入した。投入後３０分間保持し
た後、５質量％水酸化ナトリウム水溶液を用いてｐＨを９．０にした。その後、９０℃ま
で昇温し、９０℃で３時間保持した後、冷却、ろ過、これを更にイオン交換水にて再分散
し、濾過、ろ液の電気伝導度が２０μＳ／ｃｍ以下となるまで繰り返し洗浄を行った後、
４０℃のオーブン中で５時間真空乾燥して、トナー粒子を得た。
【０２００】
　上記トナー粒子について、実施例１に準じて外添剤処理、現像剤の作製を行い、実施例
１に準じて評価を行った。
　結果を表４にまとめて示す。
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【０２０１】
＜実施例３＞
（トナーの作製）
・イオン交換水：２８０質量部
・非晶性ポリエステル樹脂分散液（１）：１６７質量部
・非晶性ポリエステル樹脂分散液（９）：１６７質量部
・結晶性ポリエステル樹脂分散液（Ｉ）：３３質量部
・アニオン性界面活性剤（第一工業製薬（株）、ネオゲンＲＫ、２０質量％）：２．８質
量部
　以上を、温度計、ｐＨ計、攪拌機、を具備した３リットルの反応容器に入れ、外部から
マントルヒーターで温度制御しながら、温度３０℃、攪拌回転数１５０ｒｐｍにて、３０
分間保持した。
【０２０２】
　その後、着色剤分散液６０質量部及び離型剤分散液８０質量部を投入し、５分間保持し
た。そのまま、１．０質量％硝酸水溶液を添加し、ｐＨを３．０に調整した。ホモジナイ
ザー（ＩＫＡジャパン社製：ウルトラタラクスＴ５０）で分散しながら、ポリ塩化アルミ
ニウム０．４質量部を添加後、攪拌機しながら、５０℃まで昇温し、マルチサイザーＩＩ
（アパーチャー径：５０μｍ、ベックマン－コールター社製）にて粒径を測定し、体積平
均粒径が５．５μｍとなったところで、非晶性ポリエステル樹脂分散液（１）９０質量部
及び非晶性ポリエステル樹脂分散液（９）９０質量部を投入した。投入後３０分間保持し
た後、５質量％水酸化ナトリウム水溶液を用いてｐＨを９．０にした。その後、９０℃ま
で昇温し、９０℃で３時間保持した後、冷却、ろ過、これを更にイオン交換水にて再分散
し、濾過、ろ液の電気伝導度が２０μＳ／ｃｍ以下となるまで繰り返し洗浄を行った後、
４０℃のオーブン中で５時間真空乾燥して、トナー粒子を得た。
【０２０３】
　上記トナー粒子について、実施例１に準じて外添剤処理、現像剤の作製を行い、実施例
１に準じて評価を行った。
　結果を表４にまとめて示す。
【０２０４】
＜実施例４＞
（トナーの作製）
・イオン交換水：２８０質量部
・非晶性ポリエステル樹脂分散液（１）：１５０質量部
・非晶性ポリエステル樹脂分散液（１０）：１５０質量部
・結晶性ポリエステル樹脂分散液（Ｉ）：６７質量部
・アニオン性界面活性剤（第一工業製薬（株）、ネオゲンＲＫ、２０質量％）：２．８質
量部
　以上を、温度計、ｐＨ計、攪拌機、を具備した３リットルの反応容器に入れ、外部から
マントルヒーターで温度制御しながら、温度３０℃、攪拌回転数１５０ｒｐｍにて、３０
分間保持した。
【０２０５】
　その後、着色剤分散液６０質量部及び離型剤分散液８０質量部を投入し、５分間保持し
た。そのまま、１．０質量％硝酸水溶液を添加し、ｐＨを３．０に調整した。ホモジナイ
ザー（ＩＫＡジャパン社製：ウルトラタラクスＴ５０）で分散しながら、ポリ塩化アルミ
ニウム０．４質量部を添加後、攪拌機しながら、５０℃まで昇温し、マルチサイザーＩＩ
（アパーチャー径：５０μｍ、ベックマン－コールター社製）にて粒径を測定し、体積平
均粒径が５．５μｍとなったところで、非晶性ポリエステル樹脂分散液（１）９０質量部
及び非晶性ポリエステル樹脂分散液（１０）９０質量部を投入した。投入後３０分間保持
した後、５質量％水酸化ナトリウム水溶液を用いてｐＨを９．０にした。その後、９０℃
まで昇温し、９０℃で３時間保持した後、冷却、ろ過、これを更にイオン交換水にて再分
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散し、濾過、ろ液の電気伝導度が２０μＳ／ｃｍ以下となるまで繰り返し洗浄を行った後
、４０℃のオーブン中で５時間真空乾燥して、トナー粒子を得た。
【０２０６】
　上記トナー粒子について、実施例１に準じて外添剤処理、現像剤の作製を行い、実施例
１に準じて評価を行った。
　結果を表４にまとめて示す。
【０２０７】
＜実施例５＞
（トナーの作製）
・イオン交換水：２８０質量部
・非晶性ポリエステル樹脂分散液（２）：１５０質量部
・非晶性ポリエステル樹脂分散液（９）：１５０質量部
・結晶性ポリエステル樹脂分散液（Ｉ）：６７質量部
・アニオン性界面活性剤（第一工業製薬（株）、ネオゲンＲＫ、２０質量％）：２．８質
量部
　以上を、温度計、ｐＨ計、攪拌機、を具備した３リットルの反応容器に入れ、外部から
マントルヒーターで温度制御しながら、温度３０℃、攪拌回転数１５０ｒｐｍにて、３０
分間保持した。
【０２０８】
　その後、着色剤分散液６０質量部及び離型剤分散液８０質量部を投入し、５分間保持し
た。そのまま、１．０質量％硝酸水溶液を添加し、ｐＨを３．０に調整した。ホモジナイ
ザー（ＩＫＡジャパン社製：ウルトラタラクスＴ５０）で分散しながら、ポリ塩化アルミ
ニウム０．４質量部を添加後、攪拌機しながら、５０℃まで昇温し、マルチサイザーＩＩ
（アパーチャー径：５０μｍ、ベックマン－コールター社製）にて粒径を測定し、体積平
均粒径が５．５μｍとなったところで、非晶性ポリエステル樹脂分散液（２）９０質量部
及び非晶性ポリエステル樹脂分散液（９）９０質量部を投入した。投入後３０分間保持し
た後、５質量％水酸化ナトリウム水溶液を用いてｐＨを９．０にした。その後、９０℃ま
で昇温し、９０℃で３時間保持した後、冷却、ろ過、これを更にイオン交換水にて再分散
し、濾過、ろ液の電気伝導度が２０μＳ／ｃｍ以下となるまで繰り返し洗浄を行った後、
４０℃のオーブン中で５時間真空乾燥して、トナー粒子を得た。
【０２０９】
　上記トナー粒子について、実施例１に準じて外添剤処理、現像剤の作製を行い、実施例
１に準じて評価を行った。
　結果を表４にまとめて示す。
【０２１０】
＜実施例６＞
（トナーの作製）
・イオン交換水：２８０質量部
・非晶性ポリエステル樹脂分散液（１）：２３０質量部
・非晶性ポリエステル樹脂分散液（９）：１００質量部
・結晶性ポリエステル樹脂分散液（Ｉ）：６７質量部
・アニオン性界面活性剤（第一工業製薬（株）、ネオゲンＲＫ、２０質量％）：２．８質
量部
　以上を、温度計、ｐＨ計、攪拌機、を具備した３リットルの反応容器に入れ、外部から
マントルヒーターで温度制御しながら、温度３０℃、攪拌回転数１５０ｒｐｍにて、３０
分間保持した。
【０２１１】
　その後、着色剤分散液６０質量部及び離型剤分散液８０質量部を投入し、５分間保持し
た。そのまま、１．０質量％硝酸水溶液を添加し、ｐＨを３．０に調整した。ホモジナイ
ザー（ＩＫＡジャパン社製：ウルトラタラクスＴ５０）で分散しながら、ポリ塩化アルミ
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ニウム０．４質量部を添加後、攪拌機しながら、５０℃まで昇温し、マルチサイザーＩＩ
（アパーチャー径：５０μｍ、ベックマン－コールター社製）にて粒径を測定し、体積平
均粒径が５．５μｍとなったところで、非晶性ポリエステル樹脂分散液（１）１３５質量
部及び非晶性ポリエステル樹脂分散液（９）５５質量部を投入した。投入後３０分間保持
した後、５質量％水酸化ナトリウム水溶液を用いてｐＨを９．０にした。その後、９０℃
まで昇温し、９０℃で３時間保持した後、冷却、ろ過、これを更にイオン交換水にて再分
散し、濾過、ろ液の電気伝導度が２０μＳ／ｃｍ以下となるまで繰り返し洗浄を行った後
、４０℃のオーブン中で５時間真空乾燥して、トナー粒子を得た。
【０２１２】
　上記トナー粒子について、実施例１に準じて外添剤処理、現像剤の作製を行い、実施例
１に準じて評価を行った。
　結果を表４にまとめて示す。
【０２１３】
＜実施例７＞
（トナーの作製）
・イオン交換水：２８０質量部
・非晶性ポリエステル樹脂分散液（６）：１５０質量部
・非晶性ポリエステル樹脂分散液（９）：１５０質量部
・結晶性ポリエステル樹脂分散液（Ｉ）：６７質量部
・アニオン性界面活性剤（第一工業製薬（株）、ネオゲンＲＫ、２０質量％）：２．８質
量部
　以上を、温度計、ｐＨ計、攪拌機、を具備した３リットルの反応容器に入れ、外部から
マントルヒーターで温度制御しながら、温度３０℃、攪拌回転数１５０ｒｐｍにて、３０
分間保持した。
【０２１４】
　その後、着色剤分散液６０質量部及び離型剤分散液８０質量部を投入し、５分間保持し
た。そのまま、１．０質量％硝酸水溶液を添加し、ｐＨを３．０に調整した。ホモジナイ
ザー（ＩＫＡジャパン社製：ウルトラタラクスＴ５０）で分散しながら、ポリ塩化アルミ
ニウム０．４質量部を添加後、攪拌機しながら、５０℃まで昇温し、マルチサイザーＩＩ
（アパーチャー径：５０μｍ、ベックマン－コールター社製）にて粒径を測定し、体積平
均粒径が５．５μｍとなったところで、非晶性ポリエステル樹脂分散液（６）９０質量部
及び非晶性ポリエステル樹脂分散液（９）９０質量部を投入した。投入後３０分間保持し
た後、５質量％水酸化ナトリウム水溶液を用いてｐＨを９．０にした。その後、９０℃ま
で昇温し、９０℃で３時間保持した後、冷却、ろ過、これを更にイオン交換水にて再分散
し、濾過、ろ液の電気伝導度が２０μＳ／ｃｍ以下となるまで繰り返し洗浄を行った後、
４０℃のオーブン中で５時間真空乾燥して、トナー粒子を得た。
【０２１５】
　上記トナー粒子について、実施例１に準じて外添剤処理、現像剤の作製を行い、実施例
１に準じて評価を行った。
　結果を表４にまとめて示す。
【０２１６】
＜実施例８＞
（トナーの作製）
・イオン交換水：２８０質量部
・非晶性ポリエステル樹脂分散液（１）：５０質量部
・非晶性ポリエステル樹脂分散液（９）：５０質量部
・結晶性ポリエステル樹脂分散液（Ｉ）：２６７質量部
・アニオン性界面活性剤（第一工業製薬（株）、ネオゲンＲＫ、２０質量％）：２．８質
量部
　以上を、温度計、ｐＨ計、攪拌機、を具備した３リットルの反応容器に入れ、外部から
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マントルヒーターで温度制御しながら、温度３０℃、攪拌回転数１５０ｒｐｍにて、３０
分間保持した。
【０２１７】
　その後、着色剤分散液６０質量部及び離型剤分散液８０質量部を投入し、５分間保持し
た。そのまま、１．０質量％硝酸水溶液を添加し、ｐＨを３．０に調整した。ホモジナイ
ザー（ＩＫＡジャパン社製：ウルトラタラクスＴ５０）で分散しながら、ポリ塩化アルミ
ニウム０．４質量部を添加後、攪拌機しながら、５０℃まで昇温し、マルチサイザーＩＩ
（アパーチャー径：５０μｍ、ベックマン－コールター社製）にて粒径を測定し、体積平
均粒径が５．５μｍとなったところで、非晶性ポリエステル樹脂分散液（１）９０質量部
及び非晶性ポリエステル樹脂分散液（９）９０質量部を投入した。投入後３０分間保持し
た後、５質量％水酸化ナトリウム水溶液を用いてｐＨを９．０にした。その後、９０℃ま
で昇温し、９０℃で３時間保持した後、冷却、ろ過、これを更にイオン交換水にて再分散
し、濾過、ろ液の電気伝導度が２０μＳ／ｃｍ以下となるまで繰り返し洗浄を行った後、
４０℃のオーブン中で５時間真空乾燥して、トナー粒子を得た。
【０２１８】
　上記トナー粒子について、実施例１に準じて外添剤処理、現像剤の作製を行い、実施例
１に準じて評価を行った。
　結果を表５にまとめて示す。
【０２１９】
＜参考例９＞
（トナーの作製）
・イオン交換水：２８０質量部
・非晶性ポリエステル樹脂分散液（５）：１５０質量部
・非晶性ポリエステル樹脂分散液（９）：１５０質量部
・結晶性ポリエステル樹脂分散液（Ｉ）：６７質量部
・アニオン性界面活性剤（第一工業製薬（株）、ネオゲンＲＫ、２０質量％）：２．８質
量部
　以上を、温度計、ｐＨ計、攪拌機、を具備した３リットルの反応容器に入れ、外部から
マントルヒーターで温度制御しながら、温度３０℃、攪拌回転数１５０ｒｐｍにて、３０
分間保持した。
【０２２０】
　その後、着色剤分散液６０質量部及び離型剤分散液８０質量部を投入し、５分間保持し
た。そのまま、１．０質量％硝酸水溶液を添加し、ｐＨを３．０に調整した。ホモジナイ
ザー（ＩＫＡジャパン社製：ウルトラタラクスＴ５０）で分散しながら、ポリ塩化アルミ
ニウム０．４質量部を添加後、攪拌機しながら、５０℃まで昇温し、マルチサイザーＩＩ
（アパーチャー径：５０μｍ、ベックマン－コールター社製）にて粒径を測定し、体積平
均粒径が５．５μｍとなったところで、非晶性ポリエステル樹脂分散液（５）９０質量部
及び非晶性ポリエステル樹脂分散液（９）９０質量部を投入した。投入後３０分間保持し
た後、５質量％水酸化ナトリウム水溶液を用いてｐＨを９．０にした。その後、９０℃ま
で昇温し、９０℃で３時間保持した後、冷却、ろ過、これを更にイオン交換水にて再分散
し、濾過、ろ液の電気伝導度が２０μＳ／ｃｍ以下となるまで繰り返し洗浄を行った後、
４０℃のオーブン中で５時間真空乾燥して、トナー粒子を得た。
【０２２１】
　上記トナー粒子について、実施例１に準じて外添剤処理、現像剤の作製を行い、実施例
１に準じて評価を行った。
　結果を表５にまとめて示す。
【０２２２】
＜実施例１０＞
（トナーの作製）
・イオン交換水：２８０質量部
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・非晶性ポリエステル樹脂分散液（４）：１５０質量部
・非晶性ポリエステル樹脂分散液（９）：１５０質量部
・結晶性ポリエステル樹脂分散液（Ｉ）：６７質量部
・アニオン性界面活性剤（第一工業製薬（株）、ネオゲンＲＫ、２０質量％）：２．８質
量部
　以上を、温度計、ｐＨ計、攪拌機、を具備した３リットルの反応容器に入れ、外部から
マントルヒーターで温度制御しながら、温度３０℃、攪拌回転数１５０ｒｐｍにて、３０
分間保持した。
【０２２３】
　その後、着色剤分散液６０質量部及び離型剤分散液８０質量部を投入し、５分間保持し
た。そのまま、１．０質量％硝酸水溶液を添加し、ｐＨを３．０に調整した。ホモジナイ
ザー（ＩＫＡジャパン社製：ウルトラタラクスＴ５０）で分散しながら、ポリ塩化アルミ
ニウム０．４質量部を添加後、攪拌機しながら、５０℃まで昇温し、マルチサイザーＩＩ
（アパーチャー径：５０μｍ、ベックマン－コールター社製）にて粒径を測定し、体積平
均粒径が５．５μｍとなったところで、非晶性ポリエステル樹脂分散液（４）９０質量部
及び非晶性ポリエステル樹脂分散液（９）９０質量部を投入した。投入後３０分間保持し
た後、５質量％水酸化ナトリウム水溶液を用いてｐＨを９．０にした。その後、９０℃ま
で昇温し、９０℃で３時間保持した後、冷却、ろ過、これを更にイオン交換水にて再分散
し、濾過、ろ液の電気伝導度が２０μＳ／ｃｍ以下となるまで繰り返し洗浄を行った後、
４０℃のオーブン中で５時間真空乾燥して、トナー粒子を得た。
【０２２４】
　上記トナー粒子について、実施例１に準じて外添剤処理、現像剤の作製を行い、実施例
１に準じて評価を行った。
　結果を表５にまとめて示す。
【０２２５】
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【０２２６】
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【表５】

【０２２７】
＜比較例１＞
（トナーの作製）
・イオン交換水：２８０質量部
・非晶性ポリエステル樹脂分散液（３）：１５０質量部
・非晶性ポリエステル樹脂分散液（１１）：１５０質量部
・結晶性ポリエステル樹脂分散液（Ｉ）：６７質量部
・アニオン性界面活性剤（第一工業製薬（株）、ネオゲンＲＫ、２０質量％）：２．８質
量部
　以上を、温度計、ｐＨ計、攪拌機、を具備した３リットルの反応容器に入れ、外部から
マントルヒーターで温度制御しながら、温度３０℃、攪拌回転数１５０ｒｐｍにて、３０
分間保持した。
【０２２８】
　その後、着色剤分散液６０質量部及び離型剤分散液８０質量部を投入し、５分間保持し
た。そのまま、１．０質量％硝酸水溶液を添加し、ｐＨを３．０に調整した。ホモジナイ
ザー（ＩＫＡジャパン社製：ウルトラタラクスＴ５０）で分散しながら、ポリ塩化アルミ
ニウム０．４質量部を添加後、攪拌機しながら、５０℃まで昇温し、マルチサイザーＩＩ
（アパーチャー径：５０μｍ、ベックマン－コールター社製）にて粒径を測定し、体積平
均粒径が５．５μｍとなったところで、非晶性ポリエステル樹脂分散液（３）９０質量部
及び非晶性ポリエステル樹脂分散液（１１）９０質量部を投入した。投入後３０分間保持
した後、５質量％水酸化ナトリウム水溶液を用いてｐＨを９．０にした。その後、９０℃
まで昇温し、９０℃で３時間保持した後、冷却、ろ過、これを更にイオン交換水にて再分
散し、濾過、ろ液の電気伝導度が２０μＳ／ｃｍ以下となるまで繰り返し洗浄を行った後
、４０℃のオーブン中で５時間真空乾燥して、トナー粒子を得た。
【０２２９】
　上記トナー粒子について、実施例１に準じて外添剤処理、現像剤の作製を行い、実施例
１に準じて評価を行った。
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　結果を表６にまとめて示す。
【０２３０】
＜比較例２＞
（トナーの作製）
・イオン交換水：２８０質量部
・非晶性ポリエステル樹脂分散液（９）：３３３質量部
・結晶性ポリエステル樹脂分散液（Ｉ）：６７質量部
・アニオン性界面活性剤（第一工業製薬（株）、ネオゲンＲＫ、２０質量％）：２．８質
量部
　以上を、温度計、ｐＨ計、攪拌機、を具備した３リットルの反応容器に入れ、外部から
マントルヒーターで温度制御しながら、温度３０℃、攪拌回転数１５０ｒｐｍにて、３０
分間保持した。
【０２３１】
　その後、着色剤分散液６０質量部及び離型剤分散液８０質量部を投入し、５分間保持し
た。そのまま、１．０質量％硝酸水溶液を添加し、ｐＨを３．０に調整した。ホモジナイ
ザー（ＩＫＡジャパン社製：ウルトラタラクスＴ５０）で分散しながら、ポリ塩化アルミ
ニウム０．４質量部を添加後、攪拌機しながら、５０℃まで昇温し、マルチサイザーＩＩ
（アパーチャー径：５０μｍ、ベックマン－コールター社製）にて粒径を測定し、体積平
均粒径が５．５μｍとなったところで、非晶性ポリエステル樹脂分散液（９）１８７質量
部を投入した。投入後３０分間保持した後、５質量％水酸化ナトリウム水溶液を用いてｐ
Ｈを９．０にした。その後、９０℃まで昇温し、９０℃で３時間保持した後、冷却、ろ過
、これを更にイオン交換水にて再分散し、濾過、ろ液の電気伝導度が２０μＳ／ｃｍ以下
となるまで繰り返し洗浄を行った後、４０℃のオーブン中で５時間真空乾燥して、トナー
粒子を得た。
【０２３２】
　上記トナー粒子について、実施例１に準じて外添剤処理、現像剤の作製を行い、実施例
１に準じて評価を行った。
　結果を表６にまとめて示す。
【０２３３】
＜比較例３＞
（トナーの作製）
・イオン交換水：２８０質量部
・非晶性ポリエステル樹脂分散液（３）：１５０質量部
・非晶性ポリエステル樹脂分散液（９）：１５０質量部
・結晶性ポリエステル樹脂分散液（Ｉ）：６７質量部
・アニオン性界面活性剤（第一工業製薬（株）、ネオゲンＲＫ、２０質量％）：２．８質
量部
　以上を、温度計、ｐＨ計、攪拌機、を具備した３リットルの反応容器に入れ、外部から
マントルヒーターで温度制御しながら、温度３０℃、攪拌回転数１５０ｒｐｍにて、３０
分間保持した。
【０２３４】
　その後、着色剤分散液６０質量部及び離型剤分散液８０質量部を投入し、５分間保持し
た。そのまま、１．０質量％硝酸水溶液を添加し、ｐＨを３．０に調整した。ホモジナイ
ザー（ＩＫＡジャパン社製：ウルトラタラクスＴ５０）で分散しながら、ポリ塩化アルミ
ニウム０．４質量部を添加後、攪拌機しながら、５０℃まで昇温し、マルチサイザーＩＩ
（アパーチャー径：５０μｍ、ベックマン－コールター社製）にて粒径を測定し、体積平
均粒径が５．５μｍとなったところで、非晶性ポリエステル樹脂分散液（３）９０質量部
及び非晶性ポリエステル樹脂分散液（９）９０質量部を投入した。投入後３０分間保持し
た後、５質量％水酸化ナトリウム水溶液を用いてｐＨを９．０にした。その後、９０℃ま
で昇温し、９０℃で３時間保持した後、冷却、ろ過、これを更にイオン交換水にて再分散
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し、濾過、ろ液の電気伝導度が２０μＳ／ｃｍ以下となるまで繰り返し洗浄を行った後、
４０℃のオーブン中で５時間真空乾燥して、トナー粒子を得た。
【０２３５】
　上記トナー粒子について、実施例１に準じて外添剤処理、現像剤の作製を行い、実施例
１に準じて評価を行った。
　結果を表６にまとめて示す。
【０２３６】
＜比較例４＞
（トナーの作製）
・イオン交換水：２８０質量部
・非晶性ポリエステル樹脂分散液（１）：１５０質量部
・非晶性ポリエステル樹脂分散液（９）：１５０質量部
・結晶性ポリエステル樹脂分散液（III）：６７質量部
・アニオン性界面活性剤（第一工業製薬（株）、ネオゲンＲＫ、２０質量％）：２．８質
量部
　以上を、温度計、ｐＨ計、攪拌機、を具備した３リットルの反応容器に入れ、外部から
マントルヒーターで温度制御しながら、温度３０℃、攪拌回転数１５０ｒｐｍにて、３０
分間保持した。
【０２３７】
　その後、着色剤分散液６０質量部及び離型剤分散液８０質量部を投入し、５分間保持し
た。そのまま、１．０質量％硝酸水溶液を添加し、ｐＨを３．０に調整した。ホモジナイ
ザー（ＩＫＡジャパン社製：ウルトラタラクスＴ５０）で分散しながら、ポリ塩化アルミ
ニウム０．４質量部を添加後、攪拌機しながら、５０℃まで昇温し、マルチサイザーＩＩ
（アパーチャー径：５０μｍ、ベックマン－コールター社製）にて粒径を測定し、体積平
均粒径が５．５μｍとなったところで、非晶性ポリエステル樹脂分散液（１）９０質量部
及び非晶性ポリエステル樹脂分散液（９）９０質量部を投入した。投入後３０分間保持し
た後、５質量％水酸化ナトリウム水溶液を用いてｐＨを９．０にした。その後、９０℃ま
で昇温し、９０℃で３時間保持した後、冷却、ろ過、これを更にイオン交換水にて再分散
し、濾過、ろ液の電気伝導度が２０μＳ／ｃｍ以下となるまで繰り返し洗浄を行った後、
４０℃のオーブン中で５時間真空乾燥して、トナー粒子を得た。
【０２３８】
　上記トナー粒子について、実施例１に準じて外添剤処理、現像剤の作製を行い、実施例
１に準じて評価を行った。
　結果を表６にまとめて示す。
【０２３９】
＜比較例５＞
（トナーの作製）
・イオン交換水：２８０質量部
・非晶性ポリエステル樹脂分散液（１）：２８０質量部
・結晶性ポリエステル樹脂分散液（Ｉ）：６７質量部
・アニオン性界面活性剤（第一工業製薬（株）、ネオゲンＲＫ、２０質量％）：２．８質
量部
　以上を、温度計、ｐＨ計、攪拌機、を具備した３リットルの反応容器に入れ、外部から
マントルヒーターで温度制御しながら、温度３０℃、攪拌回転数１５０ｒｐｍにて、３０
分間保持した。
【０２４０】
　その後、着色剤分散液６０質量部及び離型剤分散液８０質量部を投入し、５分間保持し
た。そのまま、１．０質量％硝酸水溶液を添加し、ｐＨを３．０に調整した。ホモジナイ
ザー（ＩＫＡジャパン社製：ウルトラタラクスＴ５０）で分散しながら、ポリ塩化アルミ
ニウム０．４質量部を添加後、攪拌機しながら、５０℃まで昇温し、マルチサイザーＩＩ
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（アパーチャー径：５０μｍ、ベックマン－コールター社製）にて粒径を測定し、体積平
均粒径が５．５μｍとなったところで、非晶性ポリエステル樹脂分散液（１）１８７質量
部を投入した。投入後３０分間保持した後、５質量％水酸化ナトリウム水溶液を用いてｐ
Ｈを９．０にした。その後、９０℃まで昇温し、９０℃で３時間保持した後、冷却、ろ過
、これを更にイオン交換水にて再分散し、濾過、ろ液の電気伝導度が２０μＳ／ｃｍ以下
となるまで繰り返し洗浄を行った後、４０℃のオーブン中で５時間真空乾燥して、トナー
粒子を得た。
【０２４１】
　上記トナー粒子について、実施例１に準じて外添剤処理、現像剤の作製を行い、実施例
１に準じて評価を行った。
　結果を表６にまとめて示す。
【０２４２】
＜比較例６＞
（トナーの作製）
・イオン交換水：２８０質量部
・非晶性ポリエステル樹脂分散液（１）：１８３質量部
・非晶性ポリエステル樹脂分散液（９）：１８３質量部
・アニオン性界面活性剤（第一工業製薬（株）、ネオゲンＲＫ、２０質量％）：２．８質
量部
　以上を、温度計、ｐＨ計、攪拌機、を具備した３リットルの反応容器に入れ、外部から
マントルヒーターで温度制御しながら、温度３０℃、攪拌回転数１５０ｒｐｍにて、３０
分間保持した。
【０２４３】
　その後、着色剤分散液６０質量部及び離型剤分散液８０質量部を投入し、５分間保持し
た。そのまま、１．０質量％硝酸水溶液を添加し、ｐＨを３．０に調整した。ホモジナイ
ザー（ＩＫＡジャパン社製：ウルトラタラクスＴ５０）で分散しながら、ポリ塩化アルミ
ニウム０．４質量部を添加後、攪拌機しながら、５０℃まで昇温し、マルチサイザーＩＩ
（アパーチャー径：５０μｍ、ベックマン－コールター社製）にて粒径を測定し、体積平
均粒径が５．５μｍとなったところで、非晶性ポリエステル樹脂分散液（１）９０質量部
及び非晶性ポリエステル樹脂分散液（９）９０質量部を投入した。投入後３０分間保持し
た後、５質量％水酸化ナトリウム水溶液を用いてｐＨを９．０にした。その後、９０℃ま
で昇温し、９０℃で３時間保持した後、冷却、ろ過、これを更にイオン交換水にて再分散
し、濾過、ろ液の電気伝導度が２０μＳ／ｃｍ以下となるまで繰り返し洗浄を行った後、
４０℃のオーブン中で５時間真空乾燥して、トナー粒子を得た。
【０２４４】
　上記トナー粒子について、実施例１に準じて外添剤処理、現像剤の作製を行い、実施例
１に準じて評価を行った。
　結果を表７にまとめて示す。
【０２４５】
＜比較例７＞
（トナーの作製）
・イオン交換水：２８０質量部
・非晶性ポリエステル樹脂分散液（１）：１５０質量部
・非晶性ポリエステル樹脂分散液（９）：１５０質量部
・結晶性ポリエステル樹脂分散液（IV）：６７質量部
・アニオン性界面活性剤（第一工業製薬（株）、ネオゲンＲＫ、２０質量％）：２．８質
量部
　以上を、温度計、ｐＨ計、攪拌機、を具備した３リットルの反応容器に入れ、外部から
マントルヒーターで温度制御しながら、温度３０℃、攪拌回転数１５０ｒｐｍにて、３０
分間保持した。
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【０２４６】
　その後、着色剤分散液６０質量部及び離型剤分散液８０質量部を投入し、５分間保持し
た。そのまま、１．０質量％硝酸水溶液を添加し、ｐＨを３．０に調整した。ホモジナイ
ザー（ＩＫＡジャパン社製：ウルトラタラクスＴ５０）で分散しながら、ポリ塩化アルミ
ニウム０．４質量部を添加後、攪拌機しながら、５０℃まで昇温し、マルチサイザーＩＩ
（アパーチャー径：５０μｍ、ベックマン－コールター社製）にて粒径を測定し、体積平
均粒径が５．５μｍとなったところで、非晶性ポリエステル樹脂分散液（１）９０質量部
及び非晶性ポリエステル樹脂分散液（９）９０質量部を投入した。投入後３０分間保持し
た後、５質量％水酸化ナトリウム水溶液を用いてｐＨを９．０にした。その後、９０℃ま
で昇温し、９０℃で３時間保持した後、冷却、ろ過、これを更にイオン交換水にて再分散
し、濾過、ろ液の電気伝導度が２０μＳ／ｃｍ以下となるまで繰り返し洗浄を行った後、
４０℃のオーブン中で５時間真空乾燥して、トナー粒子を得た。
【０２４７】
　上記トナー粒子について、実施例１に準じて外添剤処理、現像剤の作製を行い、実施例
１に準じて評価を行った。
　結果を表７にまとめて示す。
【０２４８】
＜比較例８＞
（トナーの作製）
・イオン交換水：２８０質量部
・非晶性ポリエステル樹脂分散液（８）：１５０質量部
・非晶性ポリエステル樹脂分散液（１２）：１５０質量部
・結晶性ポリエステル樹脂分散液（Ｉ）：６７質量部
・アニオン性界面活性剤（第一工業製薬（株）、ネオゲンＲＫ、２０質量％）：２．８質
量部
　以上を、温度計、ｐＨ計、攪拌機、を具備した３リットルの反応容器に入れ、外部から
マントルヒーターで温度制御しながら、温度３０℃、攪拌回転数１５０ｒｐｍにて、３０
分間保持した。
【０２４９】
　その後、着色剤分散液６０質量部及び離型剤分散液８０質量部を投入し、５分間保持し
た。そのまま、１．０質量％硝酸水溶液を添加し、ｐＨを３．０に調整した。ホモジナイ
ザー（ＩＫＡジャパン社製：ウルトラタラクスＴ５０）で分散しながら、ポリ塩化アルミ
ニウム０．４質量部を添加後、攪拌機しながら、５０℃まで昇温し、マルチサイザーＩＩ
（アパーチャー径：５０μｍ、ベックマン－コールター社製）にて粒径を測定し、体積平
均粒径が５．５μｍとなったところで、非晶性ポリエステル樹脂分散液（８）９０質量部
及び非晶性ポリエステル樹脂分散液（１２）９０質量部を投入した。投入後３０分間保持
した後、５質量％水酸化ナトリウム水溶液を用いてｐＨを９．０にした。その後、９０℃
まで昇温し、９０℃で３時間保持した後、冷却、ろ過、これを更にイオン交換水にて再分
散し、濾過、ろ液の電気伝導度が２０μＳ／ｃｍ以下となるまで繰り返し洗浄を行った後
、４０℃のオーブン中で５時間真空乾燥して、トナー粒子を得た。
【０２５０】
　上記トナー粒子について、実施例１に準じて外添剤処理、現像剤の作製を行い、実施例
１に準じて評価を行った。
　結果を表７にまとめて示す。
【０２５１】
＜比較例９＞
（トナーの作製）
・イオン交換水：２８０質量部
・非晶性ポリエステル樹脂分散液（７）：１５０質量部
・非晶性ポリエステル樹脂分散液（１３）：１５０質量部
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・結晶性ポリエステル樹脂分散液（Ｉ）：６７質量部
・アニオン性界面活性剤（第一工業製薬（株）、ネオゲンＲＫ、２０質量％）：２．８質
量部
　以上を、温度計、ｐＨ計、攪拌機、を具備した３リットルの反応容器に入れ、外部から
マントルヒーターで温度制御しながら、温度３０℃、攪拌回転数１５０ｒｐｍにて、３０
分間保持した。
【０２５２】
　その後、着色剤分散液６０質量部及び離型剤分散液８０質量部を投入し、５分間保持し
た。そのまま、１．０質量％硝酸水溶液を添加し、ｐＨを３．０に調整した。ホモジナイ
ザー（ＩＫＡジャパン社製：ウルトラタラクスＴ５０）で分散しながら、ポリ塩化アルミ
ニウム０．４質量部を添加後、攪拌機しながら、５０℃まで昇温し、マルチサイザーＩＩ
（アパーチャー径：５０μｍ、ベックマン－コールター社製）にて粒径を測定し、体積平
均粒径が５．５μｍとなったところで、非晶性ポリエステル樹脂分散液（７）９０質量部
及び非晶性ポリエステル樹脂分散液（１３）９０質量部を投入した。投入後３０分間保持
した後、５質量％水酸化ナトリウム水溶液を用いてｐＨを９．０にした。その後、９０℃
まで昇温し、９０℃で３時間保持した後、冷却、ろ過、これを更にイオン交換水にて再分
散し、濾過、ろ液の電気伝導度が２０μＳ／ｃｍ以下となるまで繰り返し洗浄を行った後
、４０℃のオーブン中で５時間真空乾燥して、トナー粒子を得た。
【０２５３】
　上記トナー粒子について、実施例１に準じて外添剤処理、現像剤の作製を行い、実施例
１に準じて評価を行った。
　結果を表７にまとめて示す。
【０２５４】
＜比較例１０＞
（トナーの作製）
・イオン交換水：２８０質量部
・非晶性ポリエステル樹脂分散液（８）：１５０質量部
・非晶性ポリエステル樹脂分散液（９）：１５０質量部
・結晶性ポリエステル樹脂分散液（Ｉ）：６７質量部
・アニオン性界面活性剤（第一工業製薬（株）、ネオゲンＲＫ、２０質量％）：２．８質
量部
　以上を、温度計、ｐＨ計、攪拌機、を具備した３リットルの反応容器に入れ、外部から
マントルヒーターで温度制御しながら、温度３０℃、攪拌回転数１５０ｒｐｍにて、３０
分間保持した。
【０２５５】
　その後、着色剤分散液６０質量部及び離型剤分散液８０質量部を投入し、５分間保持し
た。そのまま、１．０質量％硝酸水溶液を添加し、ｐＨを３．０に調整した。ホモジナイ
ザー（ＩＫＡジャパン社製：ウルトラタラクスＴ５０）で分散しながら、ポリ塩化アルミ
ニウム０．４質量部を添加後、攪拌機しながら、５０℃まで昇温し、マルチサイザーＩＩ
（アパーチャー径：５０μｍ、ベックマン－コールター社製）にて粒径を測定し、体積平
均粒径が５．５μｍとなったところで、非晶性ポリエステル樹脂分散液（９）９０質量部
及び非晶性ポリエステル樹脂分散液（９）９０質量部を投入した。投入後３０分間保持し
た後、５質量％水酸化ナトリウム水溶液を用いてｐＨを９．０にした。その後、９０℃ま
で昇温し、９０℃で３時間保持した後、冷却、ろ過、これを更にイオン交換水にて再分散
し、濾過、ろ液の電気伝導度が２０μＳ／ｃｍ以下となるまで繰り返し洗浄を行った後、
４０℃のオーブン中で５時間真空乾燥して、トナー粒子を得た。
【０２５６】
　上記トナー粒子について、実施例１に準じて外添剤処理、現像剤の作製を行い、実施例
１に準じて評価を行った。
　結果を表７にまとめて示す。
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【表６】

【０２５８】
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【表７】

【０２５９】
　表４、表５の実施例に示すように、前記特定のポリエステル樹脂Ａ、ポリエステル樹脂
Ｂ及びポリエステル樹脂Ｃを結着樹脂に用いることにより、オフセット、画像濃度及びカ
ブリ等の画質欠陥が無く、定着温度が変動しても高い画像光沢度で且つ光沢度ムラのない
高品質なフルカラー画像を得ることができる。
　一方、表６、表７の比較例に示すように、例えば比較例１においては、非晶性樹脂中の
構成成分にアルキルコハク酸またはアルケニルコハク酸、またはその酸無水物を有してい
ないため、結晶性樹脂の分散状態が悪く、画像光沢度ムラが生じ且つ低い画像光沢度の画
像となった。比較例２の非晶性樹脂は全て分子量の低い線型ポリエステル樹脂を用いてい
る為、高い画像光沢度が得られるものの高温での定着においてオフセットが発生してしま
う。また、比較例４においては、結晶性樹脂中に炭素数が少ないエチレングリコールを使
用している為、樹脂体積抵抗が低くなってしまい、カブリが生じてしまう。比較例７にお
いても、結晶性樹脂として芳香族系結晶性樹脂を使用している為、結晶性樹脂の融点が高
く、また非晶性ポリエステル樹脂との相溶性が低く、画像光沢度ムラが悪く、高い画像光
沢度が得られない。さらに、非晶性樹脂が必要とされる分子量の条件を満たさない比較例
８～１０においては、カブリ、光沢度やオフセットにおいて何らかの問題が発生した。
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【図面の簡単な説明】
【０２６０】
【図１】本発明の画像形成装置の一例を示す概略構成図である。
【図２】本発明のプロセスカートリッジの一例を示す概略構成図である。
【符号の説明】
【０２６１】
１Ｙ、１Ｍ、１Ｃ、１Ｋ、１０７　感光体（像保持体）
２Ｙ、２Ｍ、２Ｃ、２Ｋ、１０８　帯電ローラ
３Ｙ、３Ｍ、３Ｃ、３Ｋ　レーザ光線
３　露光装置
４Ｙ、４Ｍ、４Ｃ、４Ｋ、１１１　現像装置（現像手段）
５Ｙ、５Ｍ、５Ｃ、５Ｋ　１次転写ローラ
６Ｙ、６Ｍ、６Ｃ、６Ｋ、１１３　感光体クリーニング装置（クリーニング手段）
８Ｙ、８Ｍ、８Ｃ、８Ｋ　トナーカートリッジ
１０Ｙ、１０Ｍ、１０Ｃ、１０Ｋ　ユニット
２０　中間転写ベルト
２２　駆動ローラ
２４　支持ローラ
２６　２次転写ローラ（転写手段）
２８、１１５　定着装置（定着手段）
３０　中間転写体クリーニング装置
１１２　転写装置
１１６　取り付けレール
１１７　除電露光のための開口部
１１８　露光のための開口部
２００　プロセスカートリッジ、
Ｐ、３００　記録紙（被転写体）
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